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第１章 序論 

Equation Chapter (Next) Section 1 

１－１ 研究の背景 

 

交通サービスを維持するためには，そのインフラ整備や維持費用を調達することが必須で

ある．特に道路は誰もが利用できるため，誰が利益を得て，誰がその費用を負担するかを，

説明できる根拠が重要である．まずはわが国の道路整備について，高速道路と一般道路とに

分けて考える．前者は，建設費のほとんど全てを料金収入で賄うように料金を設定し，道路

利用者がその通行料金を支払うことで財源調達を行っている．しかし後者は，公共インフラ

として不特定多数の道路利用者が存在するため，その通行は無料という原則に立ち，税金に

よる負担でその整備費用を賄っている．このようにこれまでの議論では，全額受益者負担あ

るは全額納税者負担という両極端な意見であった．そのため，一般的な道路ネットワークと

して考えたときの財源調達や混雑が及ぼす影響を合わせて考慮された料金水準と課税水準の

望ましい組み合わせに関する議論がなされていない．高速道路の料金制度に関しては，これ

まで様々な議論がなされてきた．例えば，道路関係四公団の民営化や民主党の高速道路無料

化などを巡って議論されている．道路の料金水準は，現状からの引き下げは主張されている

が，無料は最適ではなく適切な料金水準を設定するべきと主張されている．しかし，それは

全てを料金で賄うことではないと述べられており，高速道路料金と税金によって賄うことが

念頭に置かれている（例えば，森杉（2003）１），宮川（2011）２））．近年でも，公益財団法人

高速道路調査会による 2011年８月の「高速道路の料金制度に関する研究委員会 中間報告書」

が提出されるなど，政府審議会等で道路料金に関する利用者の受益と負担の関係を整理し，

今後の料金設定について検討している．しかし，一体的な道路ネットワークを考えたとき，

その費用は，受益者である道路利用者による負担と燃料税などの税金による負担を合わせて

考慮して，道路料金水準を決定する基準は示されていない．そこで，料金水準の設定につい

て，高速道路と一般道路について整理する． 

現在の高速道路などの有料道路の料金水準は，料金収入によって道路整備の借入金を返済

するように設定されている．この考え方は「償還主義」と呼ばれ，道路の整備や維持の財源

を確保する観点から，その道路利用者が費用を負担する受益者負担の原則に基づいている．

しかし，これは道路法の無料公開原則の例外措置として，一定の料金徴収期間は道路利用者



 

2 
 

が料金を支払う有料道路が存在している．ここでの料金水準は，前述の「償還主義」に加え，

「公正妥当主義」及び「便益主義」に基づいて定められている．したがって，償還を終えた

有料道路は，無料開放することが原則となっているが，実際に償還を終えた複数の有料道路

は，無料開放または維持管理分の料金を徴収している． 

つまり，これまでの償還主義では，図１－１中の左に示すように，道路の費用をその利用

者が賄うよう，受益者負担の原則に基づいて道路料金が決められている．しかし，適正な料

金水準を維持するために，有料道路への公的助成（税金の投入）も行われてきた（例えば，

道路関係四公団民営化推進委員会（2002）３））ため，現実には図１－１に示すような道路料

金に補助としての税金を含めた収入によってその費用を負担している． 

 

 

図１－１ 費用負担率のイメージ 

 

一方で，一般道路については，さきに述べたように不特定多数の受益者が存在する公共財

である．そのため料金を設定し，徴収することは利用者の特定が困難であり，実施した場合

も費用がかかるため，その道路建設や維持管理の費用は納税者負担による国民の税金で賄っ

ている．特に混雑がない場合の一般道路は，図１－１中の右に示す通り，税金で全ての費用

を賄うように考えられている．八田（2013）４）は，さきに示した償還主義の考えとは異なり，

道路は税金で建設費を賄い，無料で公開することが，最も効率的であることを示している．

0%
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つまり，全ての道路料金は，その混雑の度合いを基準に決める混雑料金として取り扱うとい

うことである．税金で全てを賄うように考え，混雑があれば混雑（料金）税を徴収するべき

であると述べている．現実に高速道路や一般道路における混雑の影響は大きく，高速道路の

料金水準の決定には，混雑の考慮が欠かせない． 

以上の通り，料金に関する様々な議論は，上述の２つの視点を中心に行われている．料金

水準設定基準に最低限求められるものを考えてみると，その基準に基づいて料金水準を計算

できることである．償還主義はこれを実際満たしており，建設費用が高くなってくると，そ

れに基づいて料金を改定するということがなされてきた．また一般道路における混雑課金も，

混雑の度合いによって料金水準を計算できるため，要件は満たしている．しかし，これまで

の議論では，図１－２に示すように受益者負担と納税者負担を分けて考えられてきた．受益

者負担は，償還主義に基づく料金を受益者である道路利用者が負担している．一方で納税者

負担として，社会的費用の増加を抑える目的税と考えられる混雑料金や 2009年４月に廃止さ

れた道路の維持・整備費用を賄うための道路特定財源制度などがあげられる．しかし，前者

の償還主義に基づく道路整備は，主に有料道路として設定されている道路での料金徴収によ

って行われてきた．一般道路の整備は，後者の道路特定財源などを用いることで行われてき

た．ここで分けたように，これらの費用負担方法は，必ずしも合わせて考えられていなかっ

た．そのため，料金水準の設定について，一体的なネットワークとして考えたとき，財源調

達と混雑が及ぼす影響とを合わせて考慮されていない．したがって，現在の料金設定の考え

方では，道路を社会的に有効活用することは難しい． 

 

 

図１－２ 本研究で対象とする料金設定の位置づけ 
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そこで，図１－２のように，これまでの受益者負担と納税者負担を合わせて考える料金設

定を行うことが必要である．味水（2013）５）が指摘するように，一般道路と高速道路を包括

した料金制度が必要で，道路の料金水準は道路の整備水準を考慮して議論することが必要で

ある．償還主義は，あくまで会計学的な費用の概念であり，その道路整備のみを考えている．

一方で，経済学的な視点からは，道路の需要面に着目したものが料金制度，供給面に着目し

たものが整備制度であるため，この需要と供給を考慮した道路混雑を踏まえた議論が必要で

ある． 

これまでの道路整備や維持管理の財源調達について整理する．道路整備の財源調達は，そ

の公共財としての性格から税金の問題に関連しているが，道路整備の財源調達の手段につい

て議論した研究はほとんどない． 

その一方で，世界の有料道路の実情に関する様々な調査が行われている．特に今後の道路

整備を進める際の参考として，日本高速道路保有・債務返済機構（2010）６）が，高速道路整

備の基本思想を，欧米の４カ国（英国，米国，フランス，スペイン）における歴史的変遷を

辿り，EUの交通政策について財源調達の方法を含めて整理している．その中で，道路財源に

関する問題は，欧米各国に共通して直面している課題であることが述べられている．多くの

国で，高速道路を含む道路の新設，改良，維持，補修に必要な費用は，自動車走行に必要な

燃料価格に含まれる燃料税などの税収を財源としていた．しかし，どの国でも税収では不足

が生じているため，道路での走行に対して料金を課す有料道路が整備されている．しかし，

欧米の４カ国のいずれにおいても，基本人権としての移動の自由を考慮した交通権の確保が

常に意識されてきた．そのため，英国，米国のいずれも高速道路を無料で自由に通行できる

とされ，フランス，スペインにおいては，有料の高速道路には必ず並行する無料道路が存在

するという原則があった． 

これまでの高速道路整備が有料か無料かの決定要因は，主として次の５つの要因が関係し

ているとしている．まず１つ目は，財政的な要因，つまり高速道路整備時期の公共財源の余

力が，大きく影響している．２つ目は，利用者の料金負担力である．これは，公共財源の多

寡や経済発展の程度によって考慮されてきた．３つ目は，政権政党の政治思想である．政権

が自由主義か社会主義かにより大きく影響し，整備手法が大きく変化してきた．４つ目は，

過去の政策の成功と失敗である．過去において政策が，成功していたか，失敗していたかも

影響を与えており，世論の影響も大きい．そして５つ目は，類似制度の存在である．過去に

財源調達に関する類似制度が存在していたかどうかも影響を与えていると述べられている． 
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道路整備の財源調達は，歴史的変遷に基づいて整理すると，交通権という移動する権利を

担保するための政策の一環であることが示唆されている．道路整備をその利用料金または道

路利用に関連する税金で賄うという財源調達先の設定は，公共財源の多寡などの経済的な問

題が大きく関係している．これまでの財源調達の手段は，交通権を考慮した国民に受け入れ

られやすい“政策”として決められてきており，どのように決定すべきかまでは整理されて

いない． 

そこで，現在の財源調達の方法について整理すると，わが国では償還主義に基づく高速道

路料金で賄うように考えている．一方海外においては，古川（2009）７）によると，米国，ド

イツ，イタリア南部は燃料税，英国，フランスは原則として，一般財源により高速道路を整

備している（表１－１）．したがって，過去から現在まで世界的な財源調達方法に関する基準

は存在しない． 

 

表１－１ 各国の高速道路料金水準と主な整備財源 

 日本（‘09） 米国（‘05） 英国（‘06） フランス（‘05） ドイツ（‘05） イタリア（‘05） 

高速道路延長 

（km） 7,461   91,983   3,600   10,843   12,363   6,844   

有料道路比率 

（％） 99.5 6.6 - 76.0 - 82.4 

料金水準 

（円換算） 

24.6円/km 

+150円 
4.2円/km 

12.9円/km 

(M6 Toll) 

10.8～13.5 

円/km 

12.8～19.9円

/km（トラック） 
7.0円/km 

高速道路の 

主な整備財源 

借入金 

償還方式 

（料金収入） 

公共事業方式 

（燃料税等の

税収） 

公共事業方式 

（一般財源） 

公共事業方式

（一般財源） 

公共事業方式 

（燃料税等の

税収） 

公共事業方式 

（燃料税等の

税収） 
 

（古川（2009）７）の表２を基に作成） 

 

ここで，財源調達について考える．一般に，道路整備のための財源を調達する際に税金や

料金を課すことは，前者の税金に関しては納税者の行動に歪みをもたらし，納税者不便益を

もたらす．また，後者の料金に関しては高速道路利用者の行動に歪みをもたらし，高速道路

利用者不便益をもたらす．したがって，両者の合計である社会的不便益をもたらすことが分

かっている．そして，それぞれの不便益は，税金や料金が行動に歪みを発生させるために，

調達金額よりも大きい値となる．したがって，道路整備財源をそのような税金や料金を課す

ことによって調達する限り，名目的な調達額に加えて厚生損失に相当する国民負担が発生す

る．そこで国民負担を最小にするためには，課税による追加の税収１単位あたりの納税者不

便益すなわち調達財源の限界費用と，料金賦課による追加の料金収入１単位を得るのに必要
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な高速道路利用者不便益すなわち料金の限界費用が，等しくなるような料金や税率を設定す

ることで，社会全体の不便益を最小にすることが必要である．これは，最適課税論の考え方

で，複数の課税標準に対する限界費用をすべて等しくするべきということである（Auerbach 

and Hines（2002）８））．そのためには，財源調達に伴う厚生損失を考慮した料金水準の設定

を，一般道路と高速道路を包括した一般的な道路ネットワークで行うことが必要である．し

かし，財源調達に伴う厚生損失を考慮した道路料金水準に関する研究は，森杉，河野（2008）

９）や森杉，河野，大村（2009）１０），そして森杉，河野（2012）１１）などを除いてほとんど存

在しない． 

森杉，河野（2008）９）や森杉，河野，大村（2009）１０）は，高速道路整備財源として高速

道路料金収入に加えて燃料税収をはじめとする料金以外の収入源を想定し，財源調達による

厚生損失を考慮した社会的純便益が最大になる高速道路料金水準の公式を導出した．そのう

えで、わが国の高速道路料金の効率的水準を国内のいくつかの路線を対象として推計し，そ

の多くの高速道路では旧道路公団設定水準より引き下げるべきであることを示している．た

だし，これらの研究は，混雑等の外部性を全く考慮していない． 

一方，森杉，河野（2012）１１）は，現実の高速道路および一般道路では大都市内あるいは

大都市間を結ぶ道路を中心に混雑の影響は大きく，高速道路料金水準の決定には同要因の考

慮が欠かせないとして，わが国の高速道路を対象にして財源調達による厚生損失および混雑

外部性を考慮した効率的料金水準の推計を行った．その結果，混雑を考慮した高速道路の料

金収入と税収による財源を，道路建設費の償還に充てることが効率的であることを示してい

る．しかし，単純な並行道路を考えており，一般的な道路ネットワークにおける財源調達に

伴う厚生損失を考慮した料金水準は導出されていない． 
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１－２ 研究の目的 

 

本研究は，料金収入と税収で道路整備費用を負担するとき，一般的な道路ネットワークを

対象として，理論的に社会的余剰が最大，すなわち社会的不便益が最小になるような料金水

準を求めることを目的とする． 

森杉，河野（2012）１１）は，一般的な道路ネットワークを対象としていないため，高速道

路と一般道路からなる道路ネットワークとして考えたときの，混雑が及ぼす影響はほとんど

考慮されていない．混雑を考慮するためには，交通ネットワーク均衡分析を必要とする．し

かし，現実に行っている交通ネットワーク均衡分析による交通量配分では，効用を最大化す

るような効用関数では記述しておらず，需要固定のもとで私的費用最小，または需要変動の

もとで消費者余剰最大化として記述している．このため，これらを目的関数として道路料金

の設定を行っているときには，効用水準が明示的に分からない．しかし，混雑現象を経済理

論の立場から解釈すると，私的限界費用と社会的限界費用が乖離した状態を指し，その差に

等しい額を混雑している道路の利用者に課すことで，社会的に最適な交通フローが実現され

ることは知られている（山内，竹内（1992）１２））．そこで，混雑によって発生する費用の

差分を混雑課金や最適な道路料金水準として課す限界費用価格形成原理に基づく課金に関

する研究が行われている．その結果，全ての道路への最適料金水準の定式化は，道路交通の

均衡問題を明示し，限界費用価格形成原理が最適混雑料金となることを示されている．交通

ネットワーク均衡分析で考えた場合においても，全ての道路への限界費用価格形成原理に基

づく料金が，社会的に最適な料金水準であることが示されている．しかし，一般的な道路ネ

ットワークにおける特定の道路に対する最適料金水準の定式は，単純な単一ＯＤの並行道路

における例を除いて，未だ明確に導出されていない．交通ネットワーク均衡分析で考えた場

合においても，試行錯誤的に料金水準を変更したり，感度分析的に料金水準を求めたりされ

ているが，その最適な料金水準を求める式は提示されていない．財源を料金と税によって調

達する場合の料金式を示した研究は，森杉，河野（2012）１１）などあるが，ほとんど存在し

ない．そこで，一般的な道路ネットワークにおいて高速道路の整備費用を，高速道路料金と

税によって負担するときに，社会全体の余剰を最大化する高速道路の料金水準を決定する定

式化を行う． 
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１－３ 論文の構成 

 

本論文の構成と概要は，以下の通りである． 

｢第１章 序論｣では，本研究の背景と目的，本論文の構成を述べた．研究の背景として，

現在実施されている高速道路の料金制度では，道路を社会的に有効活用することができる

ような適切な料金水準が設定できていないことを指摘した．その上で研究の目的が，一般

的な道路ネットワークを対象として，社会的不便益が最小になるような料金水準を設定す

る定式化を行うことであると述べた． 

｢第２章 既存研究の整理と本研究の位置付け｣では，これまでの料金水準設定に関する

既存研究の整理を行う．その上でまず，財源調達に伴う厚生損失すなわち調達財源の限界

費用を考慮しない場合と，調達財源の限界費用を考慮する場合に分けて，料金水準の導出

に関する研究を整理する．いずれの場合でも，全ての道路の最適料金水準と特定の道路の

最適料金水準とを分けて整理する．これらを踏まえ，研究の位置付けを行う． 

｢第３章 料金水準設定基準の提案｣では，高速道路の最適な料金を決定するための基準

について提案を行う．ある１本の高速道路の建設を行い，その高速道路の料金水準を決定

する場合を想定する．このとき，建設および維持費用のために，料金収入と燃料税の値上

げによる増税収入を財源として調達せねばならないものとする．建設および維持費用は，

メンテナンスコストやこれからの大規模な道路改修の費用としても考えられる．以上の条

件のもとで，以上の条件のもとで，代表的家計が厚生水準を最大にするように高速道路利

用の選択を行うものと想定する．その結果，達成できた厚生水準が，最大になるような料

金水準を求める式を提案する． 

｢第４章 道路ネットワークにおける最適料金水準の導出｣では，一般的な道路ネットワ

ークを対象として，さきの第３章で示した代表的家計の行動をより一般化して，その道路

利用者の行動を仮定してモデル化する．ここでの高速道路整備の財源は，料金収入に加え

て他の燃料税などの税金からの補助を想定する．税金の限界費用を考慮した上で，社会的

余剰を最大にするような料金水準を求める定式化を行う． 

このとき，一般的な道路ネットワークにおける全ての道路区間に料金を課す場合と，高

速道路のような特定の道路区間に料金を課す場合に分け，財源調達に伴う厚生損失を考慮

の有無に分けて整理を行った． 



 

9 
 

以上の内容を踏まえ，社会的厚生が最大になる料金水準を求める問題を考える．本研究

では，利用者均衡配分の考え方を用いて，下位問題としての既存の利用者均衡条件の制約

のもとで，上位問題としての社会的厚生が最大になるような，二段階の最適化問題として，

最適料金水準を求めることとする．計算例として，一般的な道路ネットワークの中で高速

道路のみを料金設定の対象と考え，特定の道路に料金を課す場合を想定する．このとき，

最適な料金水準を求めた計算結果を示し，本研究の定式化に関する内容について述べる． 

「第５章 結論」では，本研究の成果を総括して結論を述べる． 
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図１－３ 論文の構成 
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２－１ 概説
２－２ 料金制度に関する整理
２－３ 財源調達に伴う厚生損失
２－４ 財源調達に伴う厚生損失を考慮しない場合の料金水準
２－５ 財源調達に伴う厚生損失を考慮する場合の料金水準
２－６ 本研究の位置付け

第３章 料金水準設定基準の提案
３－１ 概説
３－２ 代表的家計の厚生水準の定式化
３－３ 高速道路料金と公的資金の限界

費用
３－４ 最適料金水準と厚生水準

第４章 道路ネットワークにおける最適
料金水準の導出

４－１ 概説
４－２ 道路ネットワークにおける利用者

行動モデルの定式化
４－３ 社会的厚生関数
４－４ 最適料金水準の導出
４－５ 二段階最適化モデル
４－６ 数値計算例

第５章 結論
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第２章 既存研究の整理と本研究の位置付け 

Equation Chapter (Next) Section 1 

２－１ 概説 

 

第２章では，料金水準設定に関する既存研究の整理を行い，本研究の位置付けを行う． 

本研究は，道路料金と財源調達について着目する．すなわち道路に関して，その利用に関

する料金水準設定と建設や維持管理のための資金調達の２つの観点について取り組む．これ

までの最適料金水準の導出に関する研究は，道路混雑の解消のための料金に関して理論と実

務の視点から行われてきた．Small and Verhoef（2007）１）が示しているように，数多くの研

究者によって，道路料金の理論から実務の視点にかけて研究されてきた．例えば，混雑して

いる道路に直接料金を課すことで，その利用を最適化するロードプライシングという考え方

がある．それは，混雑の発生による追加的な費用負担分について，料金として道路利用者に

課すことで，発生する混雑を解消するひとつの手法である．これまでロードプライシングに

関して，交通経済学を中心に混雑料金としての理論的な研究が多数行われてきた．また，土

木計画学の分野でも実務的な視点から混雑料金に関して理論を整理し，実際にその混雑料金

が及ぼす様々な影響を推計するための手法が開発されてきた． 

そこでこれまでの道路料金の設定に関する議論について整理すると，主に５つの視点で分

類することができる．具体的には，道路ネットワークの設定，経路選択行動の設定，交通ネ

ットワーク均衡の手法，通行料金設定の対象，財源調達に伴う厚生損失の有無である．まず，

道路ネットワークの設定は，多くの理論的研究では単一 ODの並行道路，工学的研究では一般

的な道路ネットワークを対象としている．経路選択行動の設定については，ルート間の選択

が，完全代替，ロジット型代替，そして不完全代替，となるような３種類が想定されている．

交通ネットワーク均衡の手法は，便益関数と効用関数による方法が存在している．通行料金

設定の対象は，全ての道路もしくは，特定の道路に分けて考えられる．前者の全ての道路と

は，我々が普段利用する道路全てに料金が課されている場合を想定している．一方後者の特

定の道路とは，一般道路と有料道路が混在している中の有料道路についてのみ料金が課され

ている場合が想定している．そして，財源調達に伴う厚生損失の有無である． 
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以上を踏まえ，本研究は，次に述べる手順と条件に従って最適道路料金水準を定式化する．

このとき，複数の結節点と複数の道路区間からなる交通ネットワークにおいて社会的厚生を

最大化するように考える． 

(1) 利用者均衡状態は，予算制約と時間制約のもとで利用者の効用を最大化するように

定式化する．利用者の効用は，間接効用関数によって計測される． 

(2) 社会的厚生関数は，間接効用関数から不足する建設費用を調達するのに必要な補助

に財源調達に伴う厚生損失を掛け合わせてものを差し引いた合計からなる． 

(3) 最適道路料金水準は，社会的厚生関数を交通量ではなくて価格に関して最大化する

ように求める． 

(4) 財源調達に伴う厚生損失（MCF）について，２つに分類した場合；まず，財源調達に

伴う厚生損失を考慮しない場合（MCF＝-1），次に，財源調達に伴う厚生損失を考慮

した場合（MCF≠-1）. 

(5) 料金を２つに分類した場合;まず，全ての道路に料金を課す場合，次に，特定の道路

に料金を課す場合． 

既存研究について，上述の(4)と(5)の内容に従って整理を行う．まず，財源調達に伴う厚

生損失が－１の財源調達に伴う厚生損失を考慮しない場合について，既存研究を整理する．

次に，財源調達に伴う厚生損失が－１でない場合の道路建設費用の財源調達に伴う厚生損失

を考慮する場合について，既存研究を整理する．いずれの場合でも，全ての道路の最適料金

水準と特定の道路の最適料金水準とを分けて整理する．最後に，これら既存研究の整理に基

づき，本研究の位置づけについて述べる． 
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２－２ 料金制度に関する整理 

 

これまでの道路料金に関する研究では，料金水準の設定に関して様々な検討が行われてい

る．そこで，ロードプライシングを含む料金制度に関して整理を行う． 

これまでのわが国における高速道路などの有料道路の料金水準は，料金収入によって道路

整備の借入金を返済するように設定されている．この考え方は「償還主義」と呼ばれ，総費

用を料金徴収期間内に償うことである．道路法の無料公開原則の例外措置として，一定の料

金徴収期間は道路利用者が料金を支払う有料道路が存在している．したがって，償還を終え

た有料道路は，無料開放することが原則となっている．実際，償還を終えた複数の有料道路

は，無料開放または維持管理分の料金を徴収している．ここでの料金水準は，前述の「償還

主義」に加え，「公正妥当主義」及び「便益主義」と呼ばれる料金の決定原則に基づいて定め

られている．これらの原則は，高速道路の料金制度に関する研究委員会（2011）２）によると，

道路関係四公団の民営化の前後で表２－１に示すように適用されている． 

 

表２－１ 有料道路の原則 

道路種別 

 

時点 

高速自動車

国道 

首都高速道路 

阪神高速道路 

指定都市高速道路 

本州四国連絡

高速道路 

一般有料道路 

ネットワーク

型 
バイパス型 

民営化以前 

償還主義 

＋ 

公正妥当主義 

償還主義 

＋ 

便益主義 

民営化以後 

償還主義 

＋ 

公正妥当主義 

償還主義 

＋ 

便益主義 
 

（高速道路の料金制度に関する研究委員会（2011）２）より引用） 

 

この料金の決定に関して，これらの基準が道路特別措置法の第２３条に料金の額等の基準

として定められている．ここでの原則はそれぞれの主義について説明すると次の通りである．

まず「償還主義」は，料金の額は，当該有料道路の新設，改築，維持，修繕等に要する費用

を，料金の徴収期間内に償うものであること，とされている．次に「公正妥当主義」は，他

の公共料金，他の交通機関の料金（運賃），他の近隣の有料道路料金，物価水準等と比較して
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も社会的，経済的に認められるもの，つまり公正妥当なものであること，とされる．そして，

「便益主義」は，料金の額は，当該有料道路の通行又は利用により通常受ける利益の限度を

超えないものでなければならないこと，とされている．実際には，迂回道路を通過する場合

に比べた時間短縮に伴う便益としての「時間便益」とそれ以外の便益としての「走行便益」

を合計して算定されるものを指す．現在も以上の料金決定原則に基づき料金水準が定められ

ているが，高速道路の料金制度に関する研究委員会（2011）２）で議論されているように，高

速道路整備がある程度進み，休日 1,000 円高速などの料金割引や無料化社会実験が政策とし

て打ち出されている現状には，償還主義に基づく料金が，道路の適正な利用を妨げていると

いう考えを暗示している．したがって，誰がどのように費用を負担するべきか議論する必要

があると考えられる． 

そこで，庭田，坪井（2007）３）に基づき，収入と支出そして期待される効果について，そ

の関係を道路利用者課金と道路整備財源という視点から図２－１に示すように整理する． 

 

 

図２－１ 道路利用者課金と道路整備財源との関係 

（庭田，坪井（2007）３）の表８．２を基に作成） 

 

まず道路整備財源の確保に資するための収入は，直接課金（料金）と間接課金（税）にわ

けて整理できる．道路の自動車利用による道路混雑や環境負荷の増大などの外部不経済が顕
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在化する昨今では，料金や税の設定がこれらの問題を内部化する１つの手段として有効であ

ることが認識されている．特に，ロードプライシングと呼ばれる道路混雑の緩和を目的とし

た料金として，アメリカ，シンガポール，韓国で導入されている．そしてわが国でも，首都

高速道路や阪神高速道路で大型車を対象として，環境負荷の低減を目的とした料金を設定し

ている．支出の面では，主として道路整備財源の確保を目的として料金や税の設定が行われ

てきた．しかし，適正な道路利用を考えると，道路整備財源の確保のためだけではなく，混

雑緩和に代表される外部不経済の緩和のために，料金や税は徴収されるべきである．つまり，

財源調達と混雑緩和の２つの目的を達成できるような料金や税の水準を設定するべきである． 

そこで，宮川（2011）４）の料金制度に関する以下のような議論を参照する． 

民営道路会社として公共インフラを維持管理する立場から，経営採算性と公平性の

ような公共的視点とをどう両立させるかは大きな問題であり，合併施行のようなかた

ちでの公的補助の必要性が認められる場合もあるであろう．ただしその場合の料金負

担分の割合（有料比率）の決定は透明で合理的なルールに基づくべきである．しかし，

その具体的なあり方は今後十分検討されるべき課題である．（宮川（2011）４），p.103） 

これは，道路ネットワーク全体で道路事業を考え，それを維持するものとして，公的補助

と料金負担分の割合について言及しているものだが，その具体的なあり方については今後の

課題とされている． 

このように，料金水準設定に関連して，現実の道路ネットワークを対象に効率的に財源を

調達する方策について研究はほとんどない．ましてや，料金水準について財源調達に伴う厚

生損失を考慮した研究はほとんどない．そこで本研究では，混雑料金に関する研究について，

財源調達に伴う厚生損失の有無の比較を行うこととする．しかし，ここでは料金の最適な水

準のみを対象としているため，道路投資水準の最適性（例えば，Toll-capital 理論（Mohring 

and Harwitz(1962)５）[１]））については検討の対象外とする． 
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２－３ 財源調達に伴う厚生損失 

 

財源調達に伴う厚生損失は，公的資金の限界費用(the marginal cost of public funds, 以

下 MCF)として計測される．Browning（1976）６）によると，MCF は「税収を得る際に発生する

限界的な厚生費用に直接的な税負担を加えたもの」（“the direct tax burden plus the 

marginal welfare cost produced in acquiring the tax revenue”）（p. 283）とされてい

る．もともと，公的なプロジェクトは，費用は税か借入（将来の税）によって調達される．

つまり，増税によって資金調達を行う場合は，その税収入によってその費用を確保している．

このとき，納税額が１単位増加することよって，納税者の福利である厚生の減少が引き起こ

されることが分かっている．具体的には，労働所得や消費財に課税すると，課税がないとき

よりも労働供給や需要が落ち込むという損失が発生する．この損失は，徴税額を全て適切に

分配したとしても，全体としての厚生水準は上がらない．この損失こそが，厚生損失である．

つまり，課税によって資金が調達される場合は，本来の費用となる納税者の実質的な負担は，

実際の納税額以上となるため，追加的税収１円あたりの社会的費用が発生するのである．こ

れを考慮したものが，MCFとなる．例として，MCFが 1.5であれば，新規プロジェクトの便益

はその費用よりも５割以上大きくなければならないことを意味している．したがって，道路

整備財源をそのような課税や料金賦課によって調達する限り，名目的な調達額に加えて厚生

損失に相当する国民負担が発生する．そこで社会全体の余剰を最大化するためには，課税な

どによる財源調達に伴う１円あたりの税金投入のコストと料金賦課による追加の料金収入１

単位を得るのに必要な厚生損失が等しくなるような料金水準や税率を設定することが必要で

あるとされる．これは，最適課税論の考え方で，複数の課税標準に対する限界費用をすべて

等しくするべきということである（Auerbach and Hines Jr.（2002）７））． 

通常，特定のプロジェクトに必要とされる資金は税収総額と比べ微小である．したがって，

資金調達は税収総額の微小な増加とみなされるため，実質的な納税者の費用負担は財源とす

る税額に MCFを乗じることによって近似できることが示されている（例えば，林，別所（2004）

８））．そのため，公的資金による財源調達額に MCFを単純に乗じてもなんら問題はない． 

これまでの公的資金の厚生損失を考慮した研究を整理する．Parry and Small（2005）９）

が，効率的燃料税を，公害，混雑，事故を考慮した場合について試算している．その後，川

瀬（2010）１０）は，この Parry and Small（2005）９）の方法を適用することで，日本における
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効率的な燃料税水準を求めている．このように MCF を考慮した税率の水準を求めているもの

の，最適な道路料金水準の分析は行っていない． 

この MCFという考え方は，費用便益分析において重要視されている． 

最近の費用便益分析の教科書である「費用便益分析」（ボードマン・グリーバーグ・ヴァイ

ニング・ワイマー（2004）１１））や “The welfare economics of public policy”（Just, Hueth, 

Schmitz (2004)１２））において，MCFの絶対値としてそれぞれ 1.4および 1.15～1.3が提唱さ

れている． 

まず林（2005）１３）が，一般的な費用便益分析の「費用」を推計する必要性を，MCF に関連

する次に述べる考えに基づき，議論している． 

費用便益分析の実際では（粗）便益の推定方法にのみ関心が集中し，費用に関しては

単にプロジェクトや政策にかかる支出額が「費用」として何の疑問もなく用いられてい

るようである．しかし，そのような「支出額」は必ずしも費用便益分析における「費用」

と一致しない．さらに，費用便益分析における費用の算定は，政策を実行するための資

金調達の方法に依存する．（林（2005）１３），p.58） 

つまり，調達する財源についての実質的な費用負担は，MCF の値を通じて十分に検討する

必要がある．この流れの中で，Proost, De Borger, and Koskenoja（2007）１４）が混雑と MCF

を含む道路の費用便益分析公式の提示を行い，de Palma, Lindsey, Proost, and Var der Loo

（2007）１５）が，そのシミュレーションの開発を行っている．しかし，道路投資プロジェク

トの評価においてのみ MCF の取り扱いを議論しており，道路料金の設定については行ってい

ない． 

また，桐越，青木，森杉(2009a,b)１６）１７）でも道路投資の費用便益分析における費用に関

して議論している．その中では，費用便益分析で用いるべき経済理論と整合的な費用は，単

なる名目的では費用ではなく，その名目的な費用に，資金の調達方法に起因して発生する厚

生損失を考慮した MCF を乗じて求める値を計上するべきであるとしている．MCF を考慮した

料金水準を求めることは，社会全体の余剰を最大化するように料金水準を求めることである

と考えられる． 

MCF の考え方について，森杉（2007）１８），森杉（2008）１９）による海外の事例について参

照する．ここでは，公的資金を道路建設に投入する際に，既存の財源からは使うことができ

ないという想定のもとで，新たに投入額に等しい税収を確保するための増税が必要と仮定す
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る．その上で，その１円の税収当たりの消費者余剰の減少分を MCF としている．これは，こ

れまでの MCF の考え方と同様であり，１円あたりの税金投入のコストを表す数値である．こ

の MCF の値について，実際の海外の道路事業評価においては，スウェーデン，フランスでは

1.3，ノルウェーでは 1.2の値を採用しており，これらの意味するところは，１円の税収増加

の便益は 1.2 または 1.3 とし，１円の税金投入のコストは 1.2 または 1.3 円ということであ

る． 

これらの定義から分かるように，公的資金の限界費用は所得税，消費税，固定資産税，燃

料税などの税の種類によって異なる．わが国の所得税の MCFの値は，-1.0から-1.2の範囲（別

所，赤井，林（2003）２０））と推計され，現行の燃料税の MCFの値は，-1.2から-1.5程度（森

杉，河野（2013）２１））と推計されている．このような現状の税を公的な資金として財源を調

達する場合の最適な税率は，全ての税項目において MCF の値が等しくなることが古典的経済

学において示されている（例えば，Auerbach and Hines Jr.（2002）７））．道路料金も一種の

税として考えると，この最適な税率の考え方に基づいて財源調達に伴う厚生損失，すなわち

公的資金の限界費用を考慮した料金水準を求めることは，社会全体の余剰を最大化し，国民

負担を最小にする最適な料金水準となることを示している． 

これまでの伝統的な限界費用価格形成理論は，明示的もしくは暗示的に MCFは-1であると

仮定している．なぜならば，一括固定税と同様に，料金収入を一括して分配することを仮定

しているからである． 

しかし，先に示した MCF の値の通り，一括固定税の MCF は現実には存在せず，厚生損失が

発生するため，実際は社会的余剰を最大化することはできないのである．そのため，社会全

体の余剰を最大化するように料金水準を求めるためには，財源調達に伴う厚生損失を考慮す

ることに意義があることを示している． 
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２－４ 財源調達に伴う厚生損失を考慮しない場合の料金水準 

 

財源調達に伴う厚生損失を考慮しない場合の料金水準は，道路料金水準の導出を財源の調

達について考慮しない場合について求めたものである．ロードプライシングなどの交通混雑

の解消等を目的として，最適な道路料金水準を求める研究が，これに該当すると考えられる．

実際，ロードプライシングに関する研究は，理論と実務の視点から様々な研究者によって数

多く行われてきた（例えば，Button (1986)２２），Small （1992）２３），Johansson and Mattsson

（1994）２４），Button and Verhoef（1999）２５），Lindsey and Verhoef（2001）２６），山田（2001）

２７），Paulley (2002)２８），山田（2004）２９），Small and Verhoef（2007）１））．特に近年のロ

ードプライシングは，交通混雑の解消等を目的とした需要の管理という視点が強いが，収入

の創出という視点からの歴史は長く，活用されてきた方策である． 

円山（2004）３０）は以下のようにレビューしている． 

ロードプライシングは，近年都市交通政策の現実的な代替案となりつつある．ノル

ウェーのトールリング，ロンドン中心部でのエリアプライシング，フランスの一部の

高速道路でのピーク時課金，カリフォルニア SR-91 での Value Pricing，トロント近

郊高速道路での適用，シンガポール中心部での実施，日本での環境ロードプライシン

グ，首都高の夜間割引実験など，定義によっては，すべてロードプライシングに含ま

れるものである．太田(2003)３１）などを参考にされたい．ロードプライシングに関す

る研究は，経済学，交通計画，交通工学，地域科学，OR，土木計画学など多分野にわ

たる．（円山（2004）３０），p.49） 

円山（2004）３０）が示すように，ロードプライシングは多くの分野で注目され，政策とし

て実施されたり，研究されたりしている．これまでの一般的な最適な道路料金水準は，

Pigou(1920)３２），Walter(1961)３３）以来の限界費用価格形成原理に基づいており，社会的限

界費用に応じて設定するべきとされている．この社会的限界費用について上田(2009)３４）は，

既に他の利用者が道路を走行している状況において，道路利用者が１単位だけ追加的に増し

たことによって社会的費用がどれだけ増加するかというその増分であるとしている．つまり，

需要の管理という混雑を考慮した視点で料金水準が求められている．実際，混雑現象を経済

理論の立場から解釈すると，私的限界費用と社会的限界費用が乖離した状態を指し，その差

に等しい額を混雑している道路の利用者に課すことで，社会的に最適な交通フローが実現さ
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れることは知られている（山内，竹内（1992）３５））．既存の交通ネットワーク均衡分析モデ

ルの均衡問題の目的関数に経済学的意味を与えるのは難しいとされているが，対象とする道

路区間に限界費用価格形成原理に従う料金が課せられている場合，経済学的意味を持つとい

うことが明らかになっている．すなわち限界費用価格形成原理に従う料金こそが，最適な道

路料金水準であることを意味している．そこで限界費用価格形成原理に基づき，混雑料金や

最適な道路料金水準についての研究が行われているが，未だその設定方法に関して多くの問

題が残されているとされ，さまざまな研究が行われている(例えば，円山，原田，太田（2003）

３６），文，秋山，奥嶋（2007）３７）)． 

以下に，全ての道路を課金の対象とした，いわゆるファースト・ベストの料金水準と，特

定の道路を課金の対象とした，いわゆるセカンド・ベストの料金水準について，それぞれ既

存研究を整理する． 

 

 全ての道路の料金水準 ２－４－１

まず，財源調達に伴う厚生損失を考慮しない，すなわち MCF が－１であるときの研究を示

す．ここでは，全ての道路に料金を課す場合，便益関数アプローチが用いられている．便益

関数は，消費者余剰として定義される．道路ネットワーク均衡は，料金を考慮した経路交通

量に関して便益関数を最大化することで得られる． 

これまで，便益関数アプローチによる全ての道路への最適料金の定式化は，既に成し遂げ

られている．Sheffi（1985）３８），Akamatsu and Kuwahara（1989）３９）， Yang and Huang（1998）

４０）， Dial（1999a, 1999b）４１）４２），Yang, Meng and Hau（2004）４３），Yang and Huang（2005）

４４），Ying and Yang（2005）４５），円山，原田，太田（2003）３６）は，ルート間の選択が完全

代替（ワードロープ均衡）とロジット型代替（確率均衡）の条件下で，便益関数アプローチ

による最適料金水準の式の導出に成功している．このアプローチは，もともと Beckmann, 

McGuire and Winston（1956）４６）によって考案されたことでよく知られている．Yang and Huang

（1998）４０）は，古典的な限界費用価格形成原理が，一般的な混雑ネットワークにおいてど

のように作用するか，理論的研究を行った．彼らは，料金はその道路利用者がもたらす外部

性を示しているとして，システム最適下の最適道路区間料金水準が限界混雑外部性と等しく

なることを導出した．また Ying and Yang（2005）４５）は，利用者が１単位増えることによる

費用の増分を考慮できるように限界費用を料金水準として設定している．そのため料金は，
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限界的な時間の増分に交通量を掛け合わせたものを用いている．また料金水準の導出につい

ては，Yang（1999）４７）が，消費者行動理論に基づく経済的便益を最大化する目的関数を示

した上で，ロジット型確率的均衡配分下での限界費用価格形成原理が，最適混雑料金となる

ことを示している．また Yang, Meng, and Lee（2004）４８）は，需要関数が未知のときの交通

ネットワークにおける限界費用料金について，試行錯誤する手法により求めている． 

八田（2009）４９）によると，この料金水準は図２－２に示す水準であり，この混雑料金は

社会的な余剰を最大にすることが分かっている．そこで，０料金下での均衡交通量における

総余剰と，最大化された総余剰とを図２－２を用いて比較する．まず０料金下での均衡交通

量 xFにおける総余剰は，赤の右斜線の面積から青の左斜線の面積を差し引いたものとなる．

一方で，図２－２の E点（交通量 xE）は，限界便益曲線と社会的限界費用曲線の交点である．

このときの総余剰は，赤の右斜線の面積である．したがって，交通量が xEより大きくなると

社会的限界費用のほうが高くなり，０料金下での均衡交通量 xFにおける総余剰は，最大化さ

れた総余剰と比べて青の左斜線の面積分だけ小さくなることが分かる．したがって，社会的

な余剰を最大にするためには，社会的限界費用曲線が限界便益曲線と等しくなるときの，社

会的限界費用曲線と平均可変費用曲線とのかい離分を混雑料金として課すことが最適である

ことを述べている． 

 

 

図２－２ 限界費用価格形成原理に基づく混雑料金 

（八田（2009）４９）の図 16-9を基に作成） 
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そこで，Yang and Huang（2005）４４）に基づき，基本的な全ての道路の料金水準の導出に

関して整理を行う．ここでは，図２－２に基づいて整理する． 

まず走行時間 t(v)のときの平均可変費用曲線 ACである総費用 TCは， 

 ( ) ( )TC v vt v=  (2.1) 

と表現できる．次に社会的限界費用曲線 MCは， 

 ( ) ( )( )( )
dt vdTC vMC v t v v

dv dv
= = +   (2.2) 

と表現される．このとき最適な料金水準 u は，式(2.2)の社会的限界費用曲線 MC の右辺第２

項より， 

 ( ) ( )dt v
u v v

dv
=  (2.3) 

の通り課すべきである．つまり最適な料金水準 uは，社会的限界費用曲線 MCと平均可変費用

曲線 ACの差分と等しいことを意味している．これは，混雑外部性とも呼ばれている． 

以上の条件のもとで，Yang and Huang（2005）４４）は，逆需要関数である Bに関して，式(2.4)

の便益関数 EBを最大化するような最適な料金水準を求めている． 

 ( ) ( ) ( )
0

v

EB v B w dw vt v= −∫  (2.4) 

したがって，便益関数 EBを最大化するのは， 

 ( ) ( ) ( )( )
dt v

B v MC v t v v
dv

= = +  (2.5) 

のときであることが明白となる．これこそが，便益関数アプローチによる全ての道路の料

金水準の導出である．これは，一般的な交通ネットワークにおける混雑料金理論として実証

されたものである． 

一方，効用関数アプローチは，間接効用関数を最大化する考え方をとっているが，Oppenheim

（1995）５０）を除いてほとんどない．これまで示してきた便益関数とこの効用関数の両者の

違いは，最適料金水準の導出にある．Oppenheim（1995）５０）によると，システム最適におけ

る目的関数の定式化が，効用関数に基づくものと等しいとすると， 

 ( ) ( )
0

av

a a a a a a
a a

v t v B v dv=∑ ∑∫  (2.6) 
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と表現でき，最終的に式(2.5)と同様に定義できる．しかし，効用関数アプローチによる間接

効用関数を最大化するような料金水準に関する研究は，これ以外ほとんど見当たらない． 

 

 特定の道路の料金水準 ２－４－２

次に，一般的な道路ネットワークにおける特定の道路に対する最適料金水準の定式は，単

純な単一ＯＤの並行道路における例を除いて，未だ明確に導出されていない．便益関数アプ

ローチは Yang and Zhang（2003）５１）と Yang and Huang（2005）４４）によって研究されてい

る．一方，効用関数アプローチは，Lévy-Lambert（1968）５２），Marchand（1968）５３），McDonald

（1995）５４），Verhoef, Nijkamp and Rietveld（1996）５５），Liu and McDonald（1999）５６），

Arnott and Yan（2000）５７），Verhoef（2002a, 2002b）５８）５９），Rouwendal and Verhoef（2004）

６０），文（2005）６１），そして，竹内（2006）６２）によって行われている．古くは Lévy-Lambert

（1968）５２）や Marchand（1968）５３）によって，有料道路と無料道路が存在するネットワー

クの場合に，有料道路の最適な料金水準を求める研究が行われてきた．以上の様々な研究の

中でも，竹内（2006）６２）は特にフェルフーフ（E.T.Verhoef）のアプローチに着目しており，

その理由を以下のように述べている． 

1990 年代後半より，フェルフーフ(E.T. Verhoef)を中心として，新たに経済学の分

野において，ネットワーク内における混雑についての研究が急速に進展した．前に述べ

たように，1950 年代以降，ネットワークに関する問題の多くは，土木工学関係の研究

者，あるいは OR の研究者達の独壇場であったが，フェルフーフによる一連の研究によ

り，新たに経済学の分野において，ネットワーク内での混雑の問題を分析する機運が高

まりつつある．もちろん，経済学の分野において独自にネットワークに関するモデル構

築がなされたのではなく，そこには 1950 年代以来のさまざまな分野での研究成果が生

かされている．（竹内（2006）６２），p.25） 

そこで竹内（2006）６２）と同様に，Verhoef, Nijkamp and Rietveld（1996）５５）について，

料金水準導出に関する基本的なモデルの展開を整理する． 

彼らは，単一 OD間において，完全に代替的な有料道路（添え字 T）と無料道路（添え字 U）

の２つのルートが存在するものとして，有料道路の混雑料金水準を求めている．両方のルー

トに対して，両方のルートに対して完全に代替的かつ完全に価格弾力的であるとしており，

そこから需要関数 D(N)を考えている．このとき，需要関数の Nは，道路利用者の総数で，有
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料道路利用者数 NTと無料道路利用者 NUとの総和，すなわち N=NT+NUとなる．この関係は，ル

ート間の選択が完全代替を示している．道路利用者は，自己の限界便益 D(N)と自己のトリッ

プ費用が等しくなるように行動する．ここでトリップ費用は，有料道路は cT(NT)+f であり，

無料道路は cU(NU)である． 

この状況において道路料金を決定する政策担当者は，総便益が最大になるように，式(2.7)

に示すとおり，需要関数から総費用を引くことで，料金 fを決定するように解く． 

 

( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )

0
max

. .

N

T T T U U U

T T

U U

D n dn N c N N c N

s t D N c N f

D N c N

− ⋅ − ⋅

= +

=

∫
 (2.7) 

その結果，最適な有料道路の料金水準 

 ( ) ( ) ( )
( ) ( )T T T U U U

U U

D N
f N c N N c N

c N D N
 ′−

′ ′= ⋅ − ⋅ ⋅  ′ ′− 
 (2.8) 

が課される．この料金水準は，式(2.8)の右辺第１項は，混雑の限界外部費用である．第１項

の水準から，式(2.8)の右辺第２項で示されている非負である無料道路の混雑の限界外部費用

の一部を差し引くことによって，無料道路の混雑の影響を考えなくてはならないと論じてい

る．この料金水準の式は，並行２道路区間の状況におけるルート間の選択が完全代替を示し

ている．竹内（2006）６２）が述べているとおり，式(2.7)の制約条件が重要となる．この２つ

の制約条件において D(N)を消去すると，両ルートにおいて道路利用者のトリップ費用は等し

いということが分かる．これは，“利用される経路の旅行時間は皆等しく，利用されない経路

の旅行時間よりも小さいか，せいぜい等しい”（土木学会（1998）６３），p.2）というワードロ

ープの第１原則である．この状況こそが，本研究で述べるルート間の完全代替である． 

また，矢澤（2007）６４）も，次善の混雑価格形成，つまり本研究で特定の道路へ料金を課

す場合の料金水準を Verhoef, Nijkamp and Rietveld（1996）５５）に基づき整理し，その後，

一般的な道路ネットワークにおける料金水準の解について，Verhoef(2000)６５）に基づいた分

析を行っている一般的な道路ネットワークの場合にまで拡張した Verhoef(2000)６５）の示した

次善の混雑料金の式は，式(2.9)のとおりである． 
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1 1 1, 1 1,

1

1 1

1

1 1

J P P J J

mp mp q m q mp mp m mp m mP
m q q q p m m m j

mp J I
p

mp m ip i
m i

j P
jp

J I
p

mp m ip i
m i

N c c f

c D
f

c D

δ δ λ δ δ δ δ
δ

δ δ

δ

δ δ

= = = ≠ = = ≠

=

= =

=

= =

   ′ ′⋅ ⋅ − ⋅ ⋅ ⋅ − ⋅ ⋅   
  ⋅
′ ′⋅ − ⋅

=

′ ′⋅ − ⋅

∑ ∑ ∑ ∑ ∑
∑

∑ ∑

∑
∑ ∑

(2.9) 

ここで， 

N ：ネットワーク中の全結節点の集合 

I ：始発点－終着点のペア（ODペア）の集合（i=1,…,I ;k=1, …,I） 

Ni ：ODペア iで連続的に利用する道路利用者の数 

Di(Ni)：ODペア iのトリップの逆需要関数（D’i≦0） 

cj(Nj)：道路区間 jにおける平均費用関数（c’j≧0） 

ρ ：ネットワーク中の非循環的ルートの集合（p=1,…,P ;q=1,…,P） 

ρi ：ODペア iにおける非循環的ルートの集合（pi=1,…,Pi） 

δjp ：ダミー変数，道路区間 jがルート pに属している場合：１，他の場合：０ 

δj ：ダミー変数，道路区間 jにおいて課金がなされる場合：１，他の場合：０ 

fj ：δj=1の場合の課金の額 

δip ：ダミー変数，p∈ρiかつ ( ) ( )( ) 0jp j j j j i ic N f D Nδ δ+ − ≤∑ ・ ・ の場合：１，他の場合：０ 

である． 

この式は，P 個の多数道路区間で，OD 間は不完全代替，ルート間では完全代替を仮定して

いる定式である．この式を拡張することで，Verhoef(2002a)５８），および Verhoef(2002b)５９）

において，一般的なネットワークへの適用を行っている．しかし，本研究ではこのルート間

での完全代替を，不完全代替として定式化することでより一般化する． 

また矢澤（2007）６４）は，次善の混雑料金，すなわち特定の道路へ料金を課す場合の料金

水準の決定は，需要関数の弾力性が大きな影響を持つことを明らかにした．その上で，以下

のように述べている． 

さらなる研究課題としては，例えば公共政策の視点からながめれば，課金によって収

集された資金をどのように利用することによりフィードバックさせることが社会シス
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テム全体の最適化をもたらすのか，または社会全体の厚生を最大化させるのかに関して

考察を深めることが重要であろう．（矢澤（2007）６４），p.110） 

本研究では，矢澤（2007）６４）の示したこれらの研究と同様に，静学的均衡のアプローチ

に基づき，社会全体の厚生を最大化させるような最適料金水準の導出を行う．その際，ここ

で示されている次善の混雑料金，すなわち特定の道路へ料金を課す場合だけではなく，最善

の混雑料金，すなわち全ての道路へ料金を課す場合についても導出することで，一般的なネ

ットワークにおける，全ての道路および特定の道路に対する，一貫した効率的な料金水準を

明示する． 

これらの研究ののち，Ubbels and Verhoef（2008）６６）は，単純な２道路区間の連続する

ネットワークモデルを展開した．彼らは，道路料金とネットワーク相互作用に関する経済文

献をレビューした．その中で，Verhoef（2002a）５８）を除いて，ほとんどの研究が並行もし

くは連続する単純なネットワークを対象としていたと述べている．そこで，本研究で対象と

している単純なネットワークではない場合に関して，Verhoef（2002a）５８）は，特定の道路

に対する最適料金水準を，決まった大きさと形状の一般的なネットワークにおいて，弾力的

なＯＤ需要を伴う場合について，一般解析解として導出していた．さらに Verhoef（2002a）

５８）が提案した解析方法に基づき，Verhoef（2002b）５９）が，この一般解析解を大規模な道路

ネットワークに適用する実用面に着目して研究を行い，Verhoef（2002a）５８）の提案した解

析方法が妥当であることを確認した．しかし，さきに述べたように，彼は一般的なネットワ

ークへの適用を行っているが，ルート間の選択は完全代替を仮定している．また，文（2005）

６１）は，等時間（費用）原則による利用者均衡を達成するような次善の混雑料金を，２地点

を結ぶ道路が複数存在する状況で，一部の道路でのみ徴収するときのモデルを構築している．

その一方で，Verhoef, Koh and Shepherd（2010）６７）は，一般的なネットワークにおいて，

完全代替下での特定の道路の料金水準の探索法の導出に成功しているが，直接的な料金水準

の導出は行っていない．そこで本研究では，ルート間の選択を不完全代替として定式化する

ことでより一般化する． 

表２－２の奇数列は，便益関数アプローチの代わりに効用関数アプローチを用いた研究を

示している．Kidokoro（2005, 2006, 2010）６８）６９）７０）と Parry and Bento（1999）７１）は，

単純なネットワークにおいて効用関数アプローチによる料金水準の導出に成功している．特

筆すべきは，完全代替およびロジット型代替は，効用関数の特殊型である点である．具体的
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には，Kidokoro（2006）６９）が，準線形の効用関数で説明される均質な消費者のモデルを取

り扱っている．しかしながら，Kidokoro （2005, 2006, 2010）６８）６９）７０）は，一般的なネ

ットワークを取り扱っていない． 

本研究では，複数の結節点と道路区間から成る一般的な道路ネットワークを対象とした料

金水準を設定する式を提案する．この式は，一般的な道路ネットワークにおける，不完全代

替での特定の料金水準の導出にも成功している．特筆すべきは，全ての道路での料金水準の

式は，便益関数，効用関数いずれのアプローチでのネットワーク均衡について導出できてい

る点である．しかしながら，特定の道路での料金水準については，効用関数アプローチのみ

がその料金式を導出できる． 
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表２－２ 課金モデル 

１．便益関数
アプローチ

２．効用関数
アプローチ

３．便益関数
アプローチ

４．効用関数
アプローチ

５．便益関数
アプローチ

６．効用関数
アプローチ

７．便益関数
アプローチ

８．効用関数
アプローチ

９．便益関数
アプローチ

10．効用関数
アプローチ

11．便益関数
アプローチ

12．効用関数
アプローチ

完全代替

Sheffi(1985)
Yang, and Huang
(1998)
Dial(1999a)
Dial(1999b)

Yang, and Zhang
(2003)
Yang, and Huang
(2005)

McDonald (1995)
Verhoef, Nijkamp,
and Rietveld
(1996)
Verhoef (2002a)
Verhoef (2002b)
文 (2005）
竹内 (2006)

Kidokoro(2006)
Verhoef, and
Rouwendal(2004)

Verhoef, and
Rouwendal(2004)

Verhoef, and
Rouwendal(2004)

ロジット型
確率代替

Sheffi(1985)
Akamatsu, and
Kuwahara (1989)
Dial(1999a)
Dial(1999b)
Ying, and Yang
(2000)
Ying, and Miyagi
(2000)
Yang, Meng, and
Hau (2004)

Yang, and Huang
(2005)

Kidokoro(2006)

不完全
代替

Levy-Lambert
(1968)
Marchand (1968)
Arnott, and Yan
(2000)
Verhoef (2000)
Rouwendal, and
Verhoef (2004)

Parry, and Bento
(1999)
Kidokoro (2005)
Kidokoro (2006)
Kidokoro (2010)

De Borger,
Mayeres, Proost,
and Wouters
(1996)
Mayeres, and
Proost (1997)

Mayeres, and
Proost (1997)
森杉，河野
(2012)

Mayeres, and
Proost (1997)
Kidokoro (2005)
Kidokoro (2010)
Calthrop, Borger
and Proost
(2010)

完全代替
Yang, and Huang
(2005)

Oppenheim
(1995)
Verhoef, Koh, and
Shepherd (2010)
本研究

 
Verhoef, Koh, and
Shepherd (2010)
本研究

Verhoef, Koh, and
Shepherd (2010)

本研究 本研究

ロジット型
確率代替

円山，原田，太田
(2003)
Yang, and Huang
(2005)

Oppenheim
(1995)
本研究

本研究 本研究

Palma, and
Lindsey(2006)
Palma, Lindsey,
Proost, and Loo
(2007)
本研究

不完全
代替

本研究 本研究 本研究 本研究

単純な
ネットワー
クにおけ
るルート
間選択

フルネット
ワークに
おける

ルート間
選択

MCF ＝ -1 MCF ≠ -1

全道路課金 特定道路課金 投資 全道路課金 特定道路課金 投資
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２－５ 財源調達に伴う厚生損失を考慮する場合の料金水準 

 

これまでの公的資金の厚生損失を考慮した研究を整理すると，Parry and Small（2005）９）

が，効率的燃料税を，公害，混雑，事故を考慮した場合について試算している．その後，川

瀬（2010）１０）は，この Parry and Small（2005）９）の方法を適用することで，日本における

効率的な燃料税水準を求めている．このように MCF を考慮した税率の水準を求めているもの

の，これらの研究では道路料金の最適な水準の分析は行っていない． 

以上の研究においては，MCFが－１でないときの効用関数に基づく研究が行われているが，

工学的なモデルで用いられている便益関数に基づく研究は存在しない．そこで，これまでの

最適な道路の料金水準を求める研究として，ルート間の選択が完全代替と不完全代替におけ

る並行道路のネットワークにおける次のような研究が存在している．Rouwendal and Verhoef

（2004）６０）は，完全代替を仮定しており，Mayeres and Proost（1997）７２）と森杉，河野（2012）

７３）は，不完全代替を仮定している．しかし，最適な料金水準を求める際に，財源調達に伴

う厚生損失について考慮した研究は，森杉，河野（2012）７３）による一連の研究以外見当た

らない． 

そこで，財源調達に伴う厚生損失を考慮した上で，最適な道路の料金水準を求めたものを

整理すると，Palma and Lindsey（2006）７４）がある．彼らは，既存の静的な利用者均衡配分

を発展させた METROPOLIS モデルという，交通機関，出発時間，経路選択を内生的に決定する

モデルに基づき，パリ地域を対象に特定の道路へ料金を課した場合の影響について評価する

モデルを作成し，効率的な料金水準を計算している．このモデルでは，消費者余剰の変化と

公的資金の限界費用 MCF を考慮した道路の料金収入の変化に基づき，社会的余剰の変化を求

めている．しかし，最適な料金水準の式は提示されていない．そのため，この考え方を適用

することはできない．一方で，近年，森杉，河野（2012）７３）が，並行する道路について，

財源調達に伴う厚生損失を考慮して，最適な高速道路料金水準を導出している．しかし，彼

らの研究では，多数の結節点と道路区間から成る一般的な道路ネットワークを対象に，効率

的な料金水準を導出することが出来ていない． 

また投資問題に関して，Calthrop, De Borger and Proost（2010）７５）は，歪んだ経済下

での，交通インフラストラクチャー投資の影響を把握するため，MCF を内生的に決定する一
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般均衡モデルを開発した．しかし，料金水準の式は明示されていないため，この考え方を適

用することはできない． 
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２－６ 本研究の位置付け 

 

本章では，料金水準の導出と財源調達についてあわせて整理を行った．まず道路ネットワ

ーク均衡は，料金を考慮した経路交通量に関して消費者余剰として定義される関数を最大化

することで得られる．このとき消費者余剰として定義される関数には，便益関数と効用関数

による２つのアプローチが存在することを示した．前者は，システム最適状態と呼ばれる状

況が，消費者余剰を最大にする．一方後者は，料金に関して間接効用関数（財源調達に伴う

厚生損失を考慮したもの）を最大化する．両者の違いは，最適料金水準の導出にあることを

示した．その上で，便益関数と効用関数による料金水準の導出に関して，財源調達に伴う厚

生損失の考慮の有無を踏まえて既存の研究を整理した．すると，財源調達に伴う厚生損失を

踏まえ，一般的な道路ネットワークで最適な料金水準の導出を行ったものはほとんど存在し

ないことが分かった．これまで導出されていない一般的な道路ネットワークにおける財源調

達に伴う厚生損失を考慮した場合の，特定の道路と全ての道路を対象とした最適な料金水準

の定式を導出することは，有料道路における料金水準の決定方法を考える上で必要である．

そこで本研究では，一般的な道路ネットワークにおいて，特定の道路と全ての道路における

最適な料金水準を定式化する． 
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補注 

 

[1] Toll-capital 理論（Mohring and Harwitz, 1962）により，道路所要時間関数が交通量

と資本量に対してゼロ次同次であれば、混雑料金収入に等しい投資規模が最適となるとい

える．さらに、道路管理者の収支（混雑料金収入－資本投資額）が正（負）のときは道路

投資水準が最適よりも低い（高い）．しかし，人口密度の低い都市では，混雑が存在せず

ゼロ次同次の所要時間関数を想定できないため，この理論は使えない．そのため，効率的

料金を設定すると一般的には固定費用分を含めると赤字が発生して，固定費用の財源調達

が問題になる．しかしながら，本論文で示すように，財源調達の限界費用を考慮した効率

的料金を設定すると，その料金収入でインフラ整備費用の一部を賄える．（森杉，河野（2013）

７６）） 
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第３章 料金水準設定基準の提案 

Equation Chapter (Next) Section 1 

３－１ 概説 

 

第３章では，高速道路の最適な料金を決定するための基準について提案を行う．ある１本

の高速道路の建設を行い，その高速道路の料金水準を決定する場合を想定する．このとき，

建設および維持費用のために，料金収入と燃料税の値上げによる増税収入を財源として調達

を行うものとする．建設および維持費用は，メンテナンスコストやこれからの大規模な道路

改修の費用としても考えられる．これまでのわが国の道路行政においては，道路の建設や維

持のために道路特定財源と料金収入による財源調達が行われてきたが，道路特定財源が廃止

され，一般財源化された現在の状況では，他の税金による財源調達も考えられる．しかし，

ここで燃料税による資金調達を行う理由は，森杉，河野（2008）１）に示されている以下の考

え方に基づいている． 

道路の公的資金の調達方法には、燃料税収以外もあり得る．所得税や消費税の増税

によって確保することも考えられるし，現在支出している所得移転，公共投資，福祉

支出，教育支出削減によって確保することも考えられる．しかしながら，福祉・医療

を始め，他の公的分野での資金需要は著しく逼迫している．わが国の道路行政におい

ては現在まで，道路特定財源と利用料金収入を用いて道路整備財源調達を行っている．

そのため，社会的合意を得る点からみても，高速道路への公的資金としては，特定財

源を主とせざるを得ないものと考えられる． 

以上のような理由で，ここでは，財源調達先を料金収入のほかには燃料税のみであ

るものとする．ただし道路整備財源として燃料税以外の税等（例；所得税や消費税と

いった一般財源）を用いる場合についても，燃料税の限界費用の代わりに一般財源等

の限界費用を用いれば，全く同じ方法論で議論できる．（森杉，河野（2008）１），

pp.289-290） 

以上の議論より，ここでは社会的合意が得られやすいシナリオとして，財源調達先を燃料

税として，高速道路の最適な料金を決定するための基準について提案を行う．  
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「３－２ 代表的家計の厚生水準の定式化」では，本研究で想定する道路利用者の行動を

定義する．ここでは，代表的な家計が厚生水準を最大化するように道路利用の選択行動をと

るものと想定する． 

「３－３ 高速道路料金と公的資金の限界費用」では，最適料金水準の導出の前提となる

高速道路料金の限界費用と公的資金としての燃料税の限界費用について述べる． 

「３－４ 最適料金水準と厚生水準」では，代表的家計の厚生水準を最大にする最適料金

水準の式を導出する．また，代表的な家計の厚生水準に加えて，不足財源を燃料税で調達す

ることによる厚生損失を考慮した代表的家計の厚生関数，すなわち社会的厚生関数として導

出する．この社会的厚生関数を道路ネットワークの料金問題における代表的家計の厚生関数

として応用することを述べる． 
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３－２ 代表的家計の厚生水準の定式化 

 

本研究では，代表的な家計が道路利用の選択を行うものと想定する．本研究では，その結

果達成できた厚生水準（＝効用水準）が最大になるように料金水準を求めることを目的とす

る． 

最適料金水準を決める前に，まずは財源の調達方法を整理する．まず，高速道路の建設費

および維持費用は，高速道路の料金収入と燃料税の増税による収入で調達せねばならないも

のとする．このとき，高速道路の料金収入と燃料税の増税による収入は年収入とし，高速道

路の建設費および維持費用は年費用とする． 

具体的には，高速道路料金収入 PX(P,f)と燃料税 fの値上げによる税収増によって，対象

とする高速道路の建設費用と維持費用とを合わせたIの財源調達を行うものとする．つまり，

高速道路建設にかかる財政制約を考える． 

すなわち， 

 ( ) ( ) ( )( ), , ,f fPX P f fX P f fX P f I+ − =  (3.1) 

ここで， 

P：高速道路料金水準 

f ：既存の燃料税水準（fが既存の場合から変化した燃料税水準） 

を表す．このとき，式(3.1)の左辺は，年収入を示す．この高速道路料金と燃料税からなる年

収入が，高速道路建設及び維持の年費用 Iと等しくなるという制約を与える． 

したがって，年の高速道路料金収入と燃料税収入増加の合計である R(P,f)は，式(3.2)の通

り定義できる． 

 ( ) ( ) ( ) ( )( ), , , ,f fR P f PX P f fX P f fX P f≡ + −  (3.2) 

ここで， 

ffX ：年の燃料税収 

を示している． 

以上の財源調達方法のもとで，高速道路料金水準が P，燃料税水準が fであるとき，代表

的家計の厚生水準（＝効用水準）Vを，V(P,f)で表現することを考える．つまり，最適な高

速道路料金水準 Pと燃料税率 fは，財政制約式(3.1)のもとで，代表的家計の厚生水準 V(P,f)

を最大にする値であると仮定する． 
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すなわち， 

 ( )
,

max ,
P f

V V P f=  (3.3) 

 ( ),R P f I=  (3.4) 

では，なぜ厚生水準を最大にする値が望ましいかというと，厚生水準の最大化が豊かさの

最大化であるためである．これが，効率性基準と呼ばれるものである．このほかにも公平性

基準がある．しかし，後者については，ここでは取り上げないこととする． 

以上の定式化に基づき，ある高速道路料金水準 Pとある燃料税水準 fのときの代表的家計

の厚生水準を表現する． 
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３－３ 高速道路料金と公的資金の限界費用 

 

本研究では，料金を設定する高速道路の建設及び維持費用 I は，高速道路の料金収入と公

的資金，ここでは燃料税の増税収入で調達せねばならないものとして考える．したがって，

厚生水準 V(P,f)を最大にするような高速道路料金と燃料税の関係を，高速道路料金と燃料税

の収入の合計からなる R(P,f)を考慮して整理する．つまり，家計の厚生水準を最大にするよ

うな高速道路料金水準を求める．そのために，式(3.3)，式(3.4)の解を得るために，式(3.3)

を全微分する． 

 

VV
V V R RfPdV dP df dP dfR RP f P f

P f

∂ ∂ 
    ∂ ∂ ∂ ∂∂ ∂  = + = +    ∂ ∂∂ ∂ ∂ ∂       ∂ ∂   

  

 ( ) ( ), ,R RdV MCP P f dP mcf P f df
P f

 ∂ ∂ = +   ∂ ∂   
 (3.5) 

ここに， 

 
( ),

V
PMCP P f R
P

∂
∂≡
∂
∂

 (3.6) 

 ( ),

V
fmcf P f R
f

∂
∂≡
∂
∂

 (3.7) 

式(3.6)に示す高速道路料金の限界費用と，式(3.7)に示す燃料税の限界費用がそれぞれ定

義できる．これらの限界費用は，ある高速道路料金 Pの水準またはある燃料税 fの水準にあ

るときに，追加的な（微小な）値上げをしたときの，追加的な（微小な）収入増に対する，

追加的な（微小な）厚生水準の低下分の比率を示している．したがって，高速道路料金およ

び燃料税の限界費用の性質を整理すると，これらの限界費用は，高速道路料金 Pの水準およ

び，燃料税 fの水準の減少関数となる．つまり，図３－１に示すような，右下がりの曲線と

なる．また，高速道路料金および燃料税の限界費用は，混雑がないときは，実線で示したよ
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うなマイナスの値となる．一方，混雑があるときは，高速道路料金の限界費用のみ図３－１

の点線で示すような，図の原点に近い部分がプラスの値となる曲線となる． 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 高速道路料金と燃料税の限界費用 

 

 高速道路料金の限界費用 ３－３－１

高速道路の利用についての料金の限界費用を，高速道路料金の値上げを想定することで求

める．ここでは簡単化のため，森杉，河野（2012）２）を参考に混雑がない場合について図３

－２を用いた高速道路料金の限界費用について整理する．図３－２は，ある高速道路区間 1km

当たりの交通状況を示している．縦軸は１台・kmあたりの一般化費用 Cであり，料金 P（円），

燃料税 f/l（f は燃料税率（円/リッター），l は高速道利用時の燃費（km/リッター）），時間

費用 wt(X)（円）（w は時間価値（円/分），t(X)は所要時間関数(分)，X は交通量(台・km)），

そして車体摩耗費や燃料原価などのその他の利用者負担費用 cc（円）の総和からなる．すな

わち，C=P+(f/l)+wt(X)+ccである．図３－２の横軸は交通量（台）である．通常の時間関数

t(X)は，所要時間が交通量 X とともに増加する関数であり，混雑現象を表現する．しかし，

ここでは，簡単化のために混雑がない状態を示しているため，一定の値を示している．いわ

ゆる（社会的）平均費用曲線は一般化費用曲線のうちの wt(X)+ccであり，これに燃料税 f/l

および料金 P を加えたものが一般化費用関数 C である．ある高速道路料金 P の時の均衡点を

E1で示している．ここでは，わずかな高速道路料金の値上げを想定するので，dP 分だけ料金

が増加して，均衡点は E2に移動する．このとき，高速道路料金の限界費用は，「総余剰の限界

損失／限界料金収入」である．「総余剰の限界損失」は，図３－２の Bの面積である．高速道

路料金収入としては B だけ増加するが，それに伴い，高速道路利用者は料金を支払うため，

本来得られたはずの便益が B の面積だけ減少するということを意味する．一方，料金の値上

0 料金 P 

高速道路料金の 
限界費用 MCP 

－1 

燃料税の 
限界費用 mcf 

 

 

－1.2 

0 燃料税 f 
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げによって交通量が減少するため，「限界料金収入」は，直接の料金収入増加（図３－２の B

の面積）から，交通量減少による高速道路料金収入と燃料税収入の減少（図３－２の A の面

積）を引いた値となる． 

 

図３－２ 高速道路料金の限界費用 

（森杉，河野（2012）２）を参考に作成） 

つまり，この図３－２で示した関係を式で整理すると，式(3.8)の通りとなる． 

 

( ( / ))( / )

MCP

B X
B A X p f l dX dp

  =
  
− −

= =
− + +

料金増による厚生損失分

料金増による収入の純増分
  (3.8) 

高速道路料金の限界費用とは，料金収入の限界的な１円の増収によって，交通の需要量が

変化することによるその１円の増収を含めた余剰の減少をどれだけもたらすのかを示すもの

である．つまり，料金の値上げに対する厚生水準の低下分を求めていることがわかる． 

森杉，河野（2012）２）によると，混雑がない場合の高速道路料金の限界費用は，-1.3～-2.5

とされている． 

ここで，さきで示したと高速道路料金の限界費用の式(3.8)を用いて，実際の混雑がない場

合の高速道路料金の限界費用 MCPを下記の式に従い算出する． 

A

交通量X

料金 P

一
般
化
費
用
C

BdP

需要関数

dX

燃料税 f/l

時間費用 wt

その他の費用 cc

E1

E2
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1

1
MCP

P f
C

ε

−
=

+ − × 
 

 (3.9) 

ここで， 

P：料金 

f：燃料税 

C：一般化費用 

ε：価格弾性値 

である． 

このとき，限界費用は，走行１kmあたりで考える．まず料金 Pは，現行の償還主義で示さ

れている乗用車の料金水準 150 円＋24.6 円／km を用いて，平均 10km の走行距離として，１

km あたりの 40 円／km の料金水準とする．次に，時間価値，燃料税，一般化費用は，費用便

益分析マニュアル（国土交通省 道路局 都市・地域整備局（2008）３））に示されている表３

－１と表３－２の乗用車について参照することで設定する．それぞれの値は，近似的に求め

るため，時間価値は，表３－１より 40円／分・台とする．燃料税は，表３－２に示すとおり，

90km/hのときの走行経費原単位の値の約半分と考え，５円／台ｋｍとする．そして走行費用

は，燃料費を走行経費原単位から差し引いた，５円／台ｋｍとする．ここでの走行経費原単

位は，燃料費，油脂（オイル）費，タイヤ・チューブ費，車両整備（維持・修繕）費，車両

償却費等を含んでいる．したがって，一般化費用は，下記の式(3.10)で示す通り求めると，

75円／kmとなる． 

 ×C =（料金＋燃料税)＋走行費用＋時間価値 走行時間 (3.10) 

以上より，これらの値を式(3.9)に代入すると，式(3.11)の通りとなった． 

 
1 1 1 1.92

40 5 1 0.481 1 0.8
75

MCP
P f

C
ε

− − −
= = = = −

+ + −   − − ×   
   

 (3.11) 

つまり，現行の償還主義料金の限界費用は，約-2.0 である．さきに森杉，河野（2012）２）

が示した混雑がない場合の高速道路料金の限界費用は，-1.3～-2.5の間とされており，同様

の結果となった．このようにして，実際の高速道路料金の限界費用を求めることができる． 
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表３－１ 車種別の時間価値原単位 

    単位：円/分・台 

車種(j) 時間価値原単位 

乗用車 40.10 

バス 374.27 

乗用車類 45.78 

小型貨物車 47.91 

普通貨物車 64.18 

注）平成 20年価格 
 
国土交通省道路局都市・地域整備局（2008）３） 

p.７の表－１車種別の時間価値原単位（αj）より引用 

 

表３－２ 高速道路・高規格道路における車種別の走行経費原単位 

   単位：円/台・km 

速度(km/h) 乗用車 バス 乗用車類 小型貨物車 普通貨物車 

30 11.00 41.19 11.51 15.04 35.25 

35 10.51 39.88 11.01 14.55 33.22 

40 10.15 38.85 10.64 14.14 31.50 

45 9.87 38.05 10.35 13.82 30.11 

50 9.67 37.46 10.14 13.58 29.04 

55 9.54 37.08 10.00 13.41 28.28 

60 9.46 36.90 9.93 13.32 27.85 

65 9.44 36.91 9.90 13.30 27.75 

70 9.47 37.10 9.94 13.35 27.97 

75 9.55 37.49 10.03 13.48 28.52 

80 9.69 38.08 10.17 13.69 29.41 

85 9.89 38.86 10.38 13.97 30.65 

90 10.15 39.84 10.65 14.34 32.25 

注 1）平成 20年価格         

注 2）設定速度間の原単位は直線補完により設定する．   

注 3）90km/h あるいは 60km/h を超える速度については， 

90km/h あるいは 60km/h の値を用いる． 

国土交通省道路局都市・地域整備局（2008）３） 

pp.10-11 の表－２ 車種別の走行経費原単位（βj）より引用 
 

 

 燃料税の限界費用 ３－３－２

高速道路の建設および維持費用を納税者負担とする場合は，課税によって税収が得られる．

この税収を公的資金として調達するとき，すでに歪みの存在する経済から追加的に税収を課
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すことによって社会全体の利益が減少することが分かっている．具体的には，課税がないと

きに比べ課税されたものの需要が減る．つまり買い手の支払い価格と売り手の受け取り価格

は，その税の大きさだけかい離し，それぞれ取引から利益を得ることが妨げられる．また，

本来得られる税収よりも少なくなる．したがって，社会全体の損失が，税収を上回る．この

状態を考慮するためには，限界費用という考え方が重要となる．公的資金は，燃料税として

議論を進める．他の税金による財源調達を考える場合も，燃料税をその税金に置き換えて考

えることと同じである． 

燃料税の限界費用は，燃料税の増税を想定することで求める．具体的に図３－３を用いて

限界費用について整理する．まずここでは，わずかな燃料税の増税を想定するので，dP分だ

け税額が増加する．この燃料税の増加に伴い，高速道路利用者は燃料税を支払うため，本来

得られたはずの便益がその分だけ減少するが，高速道路料金収入としてはβだけ増加する．

しかし，燃料税の値上げによって燃料消費量が減少するため，燃料税収入がαの分だけわず

かに減少する． 

 

図３－３ 燃料税の限界費用 
（森杉，河野（2012）２）を参考に作成） 

この図３－３で示した関係を式で整理すると，式(3.12)の通りとなる． 

α

燃料消費量 XC

燃
料
価
格

βdf

燃料需要関数

燃料税 f

E1

E2

dXC

燃料供給
限界費用
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( / )
C

C C

mcf

X dp
X dp P f l dX

β
β α

  =
  
− −

= =
− − +

税増による厚生損失分

税増による収入の純増分
 (3.12) 

燃料税の限界費用は，燃料税値上げに対する厚生水準の低下分を求めていることがわかる．

森杉，河野（2013）４）によると，現行の燃料税の水準における燃料税の限界費用は，-1.2～

-1.5程度と推計できるとされている．これは，例えば 1,000億円の燃料税収入があるときは，

1,200 億円から 1,500 億円に相当する燃料税納税者の不便益として考える必要があることを

意味している．所得税（労働税）は消費者余剰のかわりに生産者余剰を用いて限界費用を計

算できる．別所，赤井，林（2003）５）によると，所得税（労働税）の限界費用は，-1.0～-1.2

の範囲であるとされている．一括固定税の限界費用は-1.0とされているが，いずれの値も一

括固定税の限界費用よりも大きくなっている．  
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３－４ 最適料金水準と厚生水準 

 

最適料金水準を求めるため，まずは達成される厚生水準を式(3.6)，式(3.7)の高速道路料

金および燃料税の限界費用と限界収入とで表現する．まず高速道路料金および燃料税の限界

費用を考えるために，式(3.5)に対して高速道路料金 P と燃料税 f について線積分を行う．

式(3.5)は，全微分形であるため，積分経路に依存しない．故に，積分経路を以下の式(3.13)

のように定める． 

 

0P P P P P
f f f f f f
= = =     

→ →     = = =     
 (3.13) 

この積分経路は，高速道路料金 P が，０から P まで，燃料税 f が初期値の燃料税水準 f から

ある水準 f まで，それぞれ変化した場合を設定している．したがって，式(3.5)に対して式

(3.13)の積分経路の線積分を適用すると， 

 

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

0, ,

, ,

, 0,

f P f

P f P f

V P f V f

R RMCP dP mcf df
P f

R RMCP dP mcf df
P f

→

→

−

 ∂ ∂ = +   ∂ ∂   

 ∂ ∂ + +   ∂ ∂   

∫

∫





 (3.14) 

となる．式(3.14)の右辺第１項の積分は，fを固定しているので df=0となる．さらに式(3.14)

の右辺第２項の積分では，Pを固定しているので，dP=0となる． 

ゆえに，式(3.14)は， 

 ( ) ( )
( )

( )

( )

( ), ,

0, ,

, 0,
P f P f

f P f

R RV P f V f MCP dP mcf df
P f

 ∂ ∂ − = +   ∂ ∂   
∫ ∫  (3.15) 

さらに，積分経路を料金収入(PX)で表すために， 

 ( )( ) ( )( ) ( )( )0, 0 , ,R f R P f PX R P f I= → = → =  (3.16) 

という経路を設定する．このとき， 

 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ), 0, , 0, , ,V P f V f V P f V f V P f V P f   − = − + −     (3.17) 

式(3.17)の第１項の経路では， f が固定されているので， 
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R R RdR dP df dP
P f P
∂ ∂ ∂

= + =
∂ ∂ ∂  (3.18) 

同様に式(3.17)の第２項の経路では，Pが固定されているので，dP=0なので， 

 
R R RdR dP df df
P f f
∂ ∂ ∂

= + =
∂ ∂ ∂  (3.19) 

以上を式に代入すると，線積分を収入の積分形に表現できる． 

 

( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )

( )( )
( ) ( )

( )
( ), ,

0, 0 ,

, 0,

, 0, , ,

, ,
R P f PX R P f I

R f R P f PX

V P f V f

V P f V f V P f V P f

MCP P f dR mcf P f dR
= =

= =

−

   = − + −   

= +∫ ∫
  (3.20) 

式(3.20)を図３－４に示すグラフで表現する．このため，X は f が f から f に微小に変化

しても変化しないとする． 

すなわち， 

 ( ) ( ), ,X P f X P f≈  (3.21) 

となる． 

 

 高速道路料金と燃料税の限界費用と代表的家計の厚生水準との関係 ３－４－１

式(3.20)で求めた，高速道路料金の限界費用と燃料税の限界費用との関係から，図３－４

に示すグラフを用いて，代表的家計の厚生水準を表現する． 

図３－４の左端の ( )0, 0R f = を原点にとった右方向への横軸は，料金収入 ( ),R P f PX=

（ f を固定している）を示し，この横軸座標の収入のときの料金の限界費用が右下がりの曲

線 ( ),MCP P f である．ある料金水準 P を決定したときの料金値上げによる厚生水準の低下，

すなわち厚生損失は，式(3.20)右辺第１項の積分値であるので，図３－４の□０abe の面積

で示すことができる． 

図３－４の右端の Iを原点にとった左方向への横軸は，燃料税収入 I-PX(P,f)（Pを固定し

ている）を示し，この収入のときの燃料税の限界費用が，右端から左下がりの曲線 ( ),mcf P f

である．ある料金水準 P を決定したときに必要となる燃料税の値上げによる厚生損失は，式

(3.20)右辺第２項の積分値であるので，図３－４の□ICceの面積で与えられる． 
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総厚生水準 V(P,f)は，式(3.20)より，料金値上げによる厚生損失である□０abe の面積と

燃料税値上げによる厚生損失である□ICceの面積との和で与えられる． 

 

 

図３－４ MCP，mcf，V(P,f)の関係図 

（森杉，河野（2013）４），桐越，森杉，青木（2010）６）を参考に作成） 

 

図３－４の考察より，厚生水準を最大にする，すなわち厚生損失を最小にする料金水準は，

図３－５の点Ａを実現する水準であり，そのときの厚生損失は，点０aACIで囲まれた面積で

ある． 

 

A

C

0 I

( ),MCP P f

B

( ),mcf P f

( ),PX P f

c

b

A’

高速道路料金
の限界費用

燃料税の
限界費用

mcf MCP

-1 a d D

e

E
(-2)

(-1.2)

( ),R P f PX=

料金収入

( ),I PX P f−

燃料税収入
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図３－５ 最適料金水準点 Aにおける厚生水準 

（森杉，河野（2013）４），桐越，森杉，青木（2010）６）を参考に作成） 

 

そこで，最適料金水準を代表的家計の厚生関数から求める．最適料金は，厚生関数を最大

にする水準であるものとする．そのために式(3.3)の代表的家計の効用関数 V を料金 P で全

微分してゼロとおくと，式(3.22)となる． 

 

dV V V f
dP P f P

∂ ∂ ∂
= +
∂ ∂ ∂  (3.22) 

このとき式(3.22)は，左辺は燃料税 fを料金 Pの関数 f(P)とみなした時の微分である．し

かし，右辺第１項は，燃料税 fは料金 Pの関数 f(P)でないとみなした時の偏微分であり，右

辺第２項は，料金 Pは燃料税 fの関数 f(P)でないとみなした時の偏微分である． 

ここで，式(3.4)より高速道路料金 Pと燃料税 fを全微分してゼロとおくと， 

 0R RdP df
P f
∂ ∂

+ =
∂ ∂  (3.23) 

これより，式(3.24)が得られる． 

 

R
df P

RdP
f

∂
∂= −
∂
∂

 (3.24) 

ｃ

A

C

0 I

B

( ),PX P f

A’

燃料税の
限界費用

mcf MCP

高速道路料金
の限界費用

-1
a

D

E
(-2)

(-1.2)

(-1.3)
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式(3.24)を式(3.22)に代入し 

て，式(3.25)，式(3.26)が得られる． 

 0

VR V
dV V V RfP P

R R RdP P f P
f P f

 ∂   ∂ ∂ 
     ∂ ∂ ∂∂∂ ∂    = + − = − = ∂ ∂ ∂∂ ∂ ∂         ∂ ∂ ∂     

 (3.25) 

 

VV
fP

R R
P f

∂∂
∂∂∴ =

∂ ∂
∂ ∂

 (3.26) 

式(3.26)の左辺は料金の限界費用といわれている．右辺は調達財源の限界費用といわれて

いる．分子は料金（または，税）の（限界的な）値上げによる厚生損失を示し，分母はその

値上げによる（限界的な）収入である．つまり式(3.26)は，１円の追加的な公的収入を獲得

するために発生する厚生損失（＝費用）を示している． 

したがって最適料金水準は，料金の限界費用が，（望ましい料金水準を達成するのに必要

な燃料税水準時の）燃料税の限界費用に等しい水準である．このときの料金水準と燃料税水

準は，代表的な家計の厚生水準すなわち効用水準を最大にしている．これは，高速道路料金

収入の変化率が，税収の変化率と同じになるように設定することで，社会的な余剰を最大化

することができることを意味している．つまり料金水準は，高速道路料金の限界費用を，燃

料税の限界費用に等しくなるように設定しなくてはならない． 

 

 償還主義料金と無料化における代表的家計の厚生水準 ３－４－２

では実際の償還主義料金と無料化施策，それぞれのときの代表的家計の厚生水準を図３－

６の償還主義料金と図３－７の無料化施策に示すように求める． 

完全受益者負担すなわち償還主義料金水準による料金設定は，図３－６に示すような点Ｂ

を実現する水準であり，そのときの厚生水準の低下，すなわち厚生損失は，□０aBI の面積

である．ここでは，燃料税の投入が０なので，納税者の不便益は発生しない．このとき，さ

きの図３－５で示した最適な料金水準における厚生水準よりも，△ABC の面積分だけ余分に

厚生損失（厚生水準の低下）が発生している．この△ABC の面積分が，追加の損失すなわち

死荷重損失である． 
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図３－６ 償還主義料金の代表的家計の厚生水準 

（森杉，河野（2013）４），桐越，森杉，青木（2010）６）を参考に作成） 

 

 

図３－７ 無料化施策の代表的家計の厚生水準 

（森杉，河野（2013）４），桐越，森杉，青木（2010）６）を参考に作成） 
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もう１つの料金の代替案は，無料化施策がある．無料化施策は，料金水準は０なので，図

３－７の点 E が実現する．このときの厚生損失は，□０ECI であり，最小の厚生損失から追

加の損失すなわち死荷重損失は，△aEA の面積で表すことができる．ここでは，料金の徴収

が無いので，料金負担者の不便益は発生しない． 

 

 燃料税の限界費用が一定の場合の代表的家計の厚生水準 ３－４－３

最後に燃料税 f に関する限界費用は，一定であると仮定する．これは，調達財源が公共支

出総額のとても小さな割合を占めているからである． 

式(3.20)において，mcf(P,f)が一定で， ( ) ( ) ( ), , 0,mcf P f mcf P f mcf f= = ＝一定とおく

と，式(3.17)より式(3.20)の第１項は， ( ) ( ), 0,V P f V f− を示し，第２項は ( ) ( ), ,V P f V P f−

を示し，それは mcf(P,f)[I-PX]となる．したがって， 

 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ), 0, , 0, , ,V P f V f V P f V f V P f V P f− = − + −  

ここで式(3.17)より， 

 ( ) ( ) ( )[ ], , ,V P f V P f mcf P f I PX− = −  

となるので， 

 ( ) ( ) ( )[ ] ( ), , , 0,V P f V P f mcf P f I PX V f= + − +  (3.27) 

式(3.27)のように，厚生水準の f を固定したときの代表的な家計の厚生水準に加えて，不

足財源を燃料税で調達することによる厚生損失を考慮した代表的家計の厚生関数，つまり燃

料税納税者の厚生水準から，社会的厚生関数を導出することができる．式(3.27)は，道路ネ

ットワークの料金問題における代表的家計の厚生関数として応用する． 
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第４章 道路ネットワークにおける最適料金水準の導出 

Equation Chapter (Next) Section 1 

４－１ 概説 

 

第４章では，さきの第３章で示したモデルをより一般化して，一般的なネットワークにお

ける道路利用者の行動を仮定してモデル化する．ここでの有料道路整備の財源は，料金収入

に加えて他の燃料税などの税金からの補助を想定する．税金の限界費用を考慮した上で，社

会的余剰を最大にするような料金水準を求める定式化を行う． 

そこで「４－２ 道路ネットワークにおける利用者行動モデルの定式化」では，道路の利

用者行動，すなわち道路利用者のルート選択が，不完全代替，完全代替，ロジット型代替の

３つに分けて，道路の利用者均衡配分に関する厚生（効用）関数を設定する．利用者行動の

モデルについては，城所（2003）１）が交通プロジェクトの便益評価に関して，不完全代替，

完全代替，ロジット型代替の３つを基本的モデルとして解説している．城所（2003）１）によ

ると，不完全代替モデルは，最も汎用的なモデルであり，各ルートの代替・補完関係も自由

であることにその特徴があるとしている．完全代替モデルは，交通需要はある点からある点

への移動の需要から生じる派生需要であり，どのようなルートを通るかは効用に影響を与え

ないと考える見方をモデル化したものであるとしており，各ルートの選択が完全に代替的に

なるとしている．ロジット型代替モデルは，離散的選択モデルを交通需要予測・便益評価に

応用されており，交通需要を各消費者の確率的な行動の結果として捉えて，その確率分布に

ガンベル分布を用いて導出されるものとしている．すなわち，道路利用者の確率的な行動の

結果として，各ルートの選択が行われるものと想定したものが，ロジット型代替モデルであ

る．これら３つのモデルは，城所（2003）１）の議論と同様に，不完全代替モデルが，完全代

替やロジット型モデルの特殊形に過ぎないことを明示した． 

「４－３ 社会的厚生関数」では，道路利用者の総消費者余剰である厚生関数（準線形の

効用関数）と道路建設費から道路料金収入を引いた収入に関する納税者の厚生損失からなる

式を示す．ここでの定式化は，対象とする道路区間における料金収入と対象道路の建設費を

税金から投入することによって，対象とする道路整備の財源を確保するという，財源調達の

制度を考える． 
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「４－４ 最適料金水準の導出」では，４－３に示した社会的厚生関数に基づいて，財源

調達に伴う厚生損失である MCF が－１とそれ以外の場合について，全ての道路と特定の道路

のそれぞれを対象として，最適な料金水準を導出する． 

「４－５ 二段階最適化モデル」では，社会的厚生が最大になる料金水準を求める問題を

考える．実際の利用者の均衡配分の計算を用いて，下位問題としての既存の利用者均衡条件

の制約のもとで，上位問題としての社会的厚生が最大になるように，二段階の最適化問題と

して，最適料金水準を求めることとする． 

「４－６ 数値計算例」では，４－５で示した二段階最適化モデルに基づいて，一般的な

道路ネットワークの中で，特定の道路区間に料金を課す場合を想定する．まず議論を簡単化

するために，１本の高速道路と，２本の一般道路からなる道路ネットワークを想定した．そ

の上で，一般的なネットワークとして数値計算によく用いられる Sioux Falls のネットワー

クにおいて，特定の道路区間にのみ料金を課す場合を想定する．このときの最適な料金水準

を求める計算例を示し，その結果に関して整理する． 
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４－２ 道路ネットワークにおける利用者行動モデルの定式化 

 

道路の利用者均衡配分に関する厚生（効用）関数は，社会経済状況を考慮して，道路利用

者のルート選択が，不完全代替，完全代替，ロジット型代替の３つに分けて考える． 

① 計画者は，道路利用者に対して各道路区間に“料金”を課すことができる． 

② 道路利用者は，予算と時間の制約のもとで，自己の厚生（効用）を最大にするよう

交通量配分を行う． 

③ 道路利用者は，自己の行動が交通混雑に影響しないと認識する． 

④ 道路区間の所要時間は，単調増加な凸関数である区間交通量として表現する． 

⑤ 計画者は，短期間の建設費用に関して MCFを考慮する． 

以上の条件の下で，ネットワーク均衡状態での最適な料金水準の設定の方法について，定

式化を行う．まず，利用者均衡の定式化を行う．次に厚生（効用）水準を最大にする，すな

わち社会的余剰を最大にする効率的な道路区間混雑料金を求める定式化を行う． 

 

 利用者均衡その 1－不完全代替モデル ４－２－１

道路利用者行動の定式化に関する上述の条件の下で，均一な道路利用者を想定し，道路利

用者である消費者が厚生（効用）を最大にする関数 Uを式(4.1)で表す．このとき，予算制約

の式(4.2)と時間制約の式(4.3)をそれぞれ表す． 

 ( )
, ,
max ,

rs
k a

rs
k

l f x
U z u f l= +    (4.1) 

s.t. 

 , ,a a
a

z P x wL y a A+ = + ∈∑  (4.2) 

 ( ) , ,a a a
a

l t x x L T a A+ + = ∈∑  (4.3) 

 , , , ,rs rs
a a k k

rs k
x f a A k Kδ= ∈ ∈∑∑  (4.4) 

 0, , .rs
kf k K rs R≥ ∈ ∈  (4.5) 

ここで， 

z：合成財の消費 
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l：余暇時間 

rs
kf ：rs間における経路 kの交通量 

rs
kP ：rs間における経路 kの料金 P 

w ：賃金率 

L ：労働時間 

y ：資産所得 

rs
kt ：rs間における経路 kの所要時間（それは，経路交通量ベクトルｆの関数としている） 

at ：道路区間 aの所要時間 t 

ax ：道路区間 aの交通量 x 

',
rs
a kδ ：ODペア rs間の第 k経路が道路区間 aを含むとき：１，そうでないとき：０ 

T ：総利用可能時間 

である． 

( )a at x の ax は，均衡時の交通量であり，個人の視点から所与である．このことが自分の

交通が他人の交通状況に影響を与えること無視していると仮定する．この取り扱いが外部性

としての混雑を表現している． 

このとき，式(4.2)に式(4.3)を代入することで，式(4.6)を得られる． 

 ( )
( )( )

a a
a

a a a a a
a a

a a a a
a

z wL y P x

w T l t x x y P x

wT y wl P wt x x

= + −

 
= − − + − 

 
= + − − +

∑

∑ ∑
∑

 (4.6) 

ここで，式(4.1)，式(4.4)，式(4.5)について，ラグランジェ関数をとると，式(4.7)が得

られる． 

 

( )( ) ( )
,

,

....... ......,

( )

rs
aa a a k

a
rs rs rs rs

a a a k k k k
a rs k rs k

U wT y wl P wt x x u f l

x f fl δ µ

= + − − + +

+ − +

∑

∑ ∑∑ ∑
 (4.7) 

その解の一階条件は， 

 0U uw
l l

∂ ∂
= − + =

∂ ∂  (4.8) 
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 ( ) 0aa a a
a

U P wt x
x

λ∂
= − − + =

∂  (4.9) 

 , 0rs rs
a a k krs rs

k k

U u
f f

λ δ µ∂ ∂
= + + =

∂ ∂  (4.10) 

 

0, 0,

0, 0

rs rs
k k
rs rs

k k

If f

If f

µ

µ

> =

= >
 

ルート間の選択は，不完全代替を仮定しているので，式(4.7)は，正の内点解を持つ．ゆえ

に，以上のラグランジェ関数とその解の一階条件より，余暇需要と経路交通需要の関数は， 

( )( ) ( )( ) ( )( )1
, 1 , ,, , , , ,rs rs rs m

a a aa a a k a a a k a a a k n
a a a

l l w P wt x P wt x P wt xδ δ δ= =
= =

 = + + + 
 
∑ ∑ ∑   (4.11) 

( )( ) ( )( ) ( )( )1
, 1 , ,, , , , ,rs rs rs rs rs m

a a ak k a a a k a a a k a a a k n
a a a

f f w P wt x P wt x P wt xδ δ δ= =
= =

 = + + + 
 
∑ ∑ ∑   (4.12) 

式(4.11)に式(4.4)を代入すると，道路区間交通需要関数は， 

( )( ) ( )( ) ( )( )1
, 1 , ,, , , , ,rs rs rs m

a a aa a a a a k a a a k a a a k n
a a a

X X w P wt x P wt x P wt xδ δ δ= =
= =

 = + + + 
 
∑ ∑ ∑   (4.13) 

そして，間接効用関数 Vの式(4.14)を得る． 

 ( )( ) ,, rs
a a a a k

a
V wT y v w P wt x δ 
= + + + 

 
∑  (4.14) 

このとき，包絡線定理を式に適用し，均衡時の道路区間交通量について表すと式の通りと

なる． 

 

( )a a a
a a

aa a a

t xV xx w x
P x P

′ ′ ′
′

′ ′ ′

∂∂ ∂
= − −

∂ ∂ ∂∑  (4.15) 

道路利用者の厚生の変化，つまり料金の変化による消費者余剰は，区間交通量のみで表現

できるため，経路交通量で厚生変化を計算する必要がないことが分かる． 

 

 利用者均衡その２－完全代替モデル ４－２－２

ルート間選択が完全代替であるモデルについて不完全代替モデルと同様に，道路利用者が

厚生（効用）を最大にするような式(4.16)で表す．このとき，予算と時間の制約式は，さき

の不完全代替モデルと同様に設定し，経路間交通量の関係は式(4.17)から式(4.19)で表す． 
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 ( )( ) ( )
. , ,
max ,
rs rs

k a

rs
a a a a

l f x d a
U wT y wl P wt x x u d l= + − − + +∑    (4.16) 

s.t. 

 , , , ,rs rs
a a k k

rs k
x f a A k Kδ= ∈ ∈∑∑  (4.17) 

 , , ,rs rs
k

k
d f k K rs R= ∈ ∈∑  (4.18) 

 0, , .rs
kf k K rs R≥ ∈ ∈  (4.19) 

このとき， 

rsd ：ODペア rs間の総経路交通量（経路交通量の合計） 

である．部分効用関数の変数は経路交通量ではなく配分交通量である．これは不完全代替と

は区別され，この仮定こそが完全代替である． 

ここで，ラグランジェ関数をとると， 

 

( )( ) ( )

,

....... ......,rs
aa a a

a

rs rs
a a a k k

a rs k

rs rs rs
k

rs k

rs rs
k k

rs k

U wT y wl P wt x x u d l

x f

d f

f

ld

η

µ

= + − − + +

 
+ − 

 
 

+ − 
 

+

∑

∑ ∑∑

∑ ∑

∑∑

 (4.20) 

その解の一階条件は， 

 0U uw
l l

∂ ∂
= − + =

∂ ∂  (4.21) 

 ( )( ) 0aa a a
a

U P wt x
x

λ∂
= − + + =

∂
 (4.22) 

 0rs
rs rs

U u
d d

η∂ ∂
= + =

∂ ∂
 (4.23) 

 , 0rs rs rs
a a k krs

ak

U
f

λ δ η µ∂
= − − + =

∂ ∑  (4.24) 

このとき，式(4.24)の
rsη と aλ について，まとめると，式(4.25)と式(4.26)が得られる． 

 ( )( ) , 0rs rs
aa a a k krs rs

ak

U uP wt x
f d

d µ∂ ∂
= − + − + =

∂ ∂∑  (4.25) 
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 0, 0rs rs rs
k k kfµ µ= ≥  (4.26) 

式(4.25)と式(4.26)の関係から，まとめると，式(4.27)に示すように表現できる． 

 ( )( ) ,min 0rs
aa a a k rsk a

uP wt x
d

d  ∂
− + + =  ∂ 

∑  (4.27) 

ゆえに，余暇需要関数 lと交通需要関数 dは， 

 ( )( ) ,, ,min ,rs
aa a a kk a

l l w P wt x δ
  

= +  
  
∑   (4.28) 

 ( )( ) ,1, , , min ,rs rs rs
aa a a kk

a

d d w P wt x d
  

= +     
∑ 

 (4.29) 

ここで， rs
kf は一意に解けない．ゆえに， ax についても，一意に解けない．しかし，均衡条

件 を与えることによって決まる．したがって，間接効用関数は，式(4.30)の通り表現

することが出来る． 

 ( )( ) ,, ,min ,rs
a a a a kk a

V wT y v w P wt x δ
  

= + + +  
  
∑   (4.30) 

式(4.30)は，一般的な不完全代替モデルの式(4.14)の特殊形である．右辺第３項における一

般化した費用である料金 Paと走行時間費用 wta(xa)に関して，ある経路 kについて費用を最小

化するようにルート選択を行う完全代替の形になっており，この項こそが不完全代替モデル

と大きく異なる点である． 

 

 利用者均衡その３－ロジット型代替モデル ４－２－３

ルート間選択がロジット型代替モデルでは，道路利用者の厚生（効用）関数を最大化する

ような式(4.31)で表す．このとき，予算と時間の制約式は，さきの不完全代替モデルと同様

に設定する． 

 ( )( ) ( )1
, ,

1max ln
rs

k a

rs rs
rs k k

a a a a rs rsl f x a rs k

f fU wT y wl P wt x x u l d
d dθ

= + − − + + −∑ ∑ ∑ (4.31) 

s.t. 

 ( )0, 0, , ,rs
a k

rs k
x f k K K rs R= ∈ = ∈∑∑  (4.32) 

 ( )0, 0, , ,rs rs
k

k
d f k K K rs R= ∈ = ∈∑  (4.33) 

a ax x=



 

66 
 

 ( )00, , 0, .rs
kf a A k K K≥ ∈ ∈ =  (4.34) 

このとき，実際の交通状態を表現するため，内生化した OD交通量
0

rs
k

k
f

≠
∑ （Kidokoro（2006）

２））を得るため，料金が０で，時間費用も０である経路 k = 0 が rs 間の OD ペアで存在して

経路交通量 0f を含むときの合計 OD交通量
rsd を設定している． 

結果として，よく知られている下記のロジットモデルを得る． 

 ( )l l w=  (4.35) 

 

( )( )
0

,
0

1 exp

rs
rs

rs
a a a a k

k a

df
P wt xθ d ′

′≠

=
 

+ − + 
 

∑ ∑
 (4.36) 

 

( )( )

( )( )

,

,

exp

1 exp

rs rs
a a a a k

rs k a
k

rs
a a a a k

k a

d P wt x
f

P wt x

θ d

θ d

′
′

′
′

 
− + 
 =
 

+ − + 
 

∑ ∑

∑ ∑
 (4.37) 

各 ODに関する効用関数 Vのログサムは， 

 ( )( ) ,ln 1 exp
rs

rs rs
a a a a k

k a

dV P wt xθ d
θ ′

′

  
= − + − +  

  
∑ ∑  (4.38) 

となり，間接効用関数は， 

 ( ) rs

rs
V wT y l w V= + + +∑  (4.39) 

となる．これは，一般的な不完全代替モデルの式(4.14)の特殊形である．右辺第４項におけ

る一般化した費用である料金 Paと走行時間費用 wta(xa)に関して，ある経路 kについて費用を

ロジット型のルート選択を行うロジット型代替の形になっており，この項こそが不完全代替

モデルと大きく異なる点である． 
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４－３ 社会的厚生関数 

 

社会的厚生関数は，道路利用者の総消費者余剰である準線形の効用関数と道路建設費から

道路料金収入を引いた収入に関する納税者の厚生損失からなる式(4.40)で表す． 

 ( )a a a
a

W V MCF I P x′ ′ ′
′

 
= + − 

 
∑  (4.40) 

このとき， 

V：間接効用関数 

MCF：財源調達の限界費用 

Ia：対象道路の建設費 

である．建設費以外の維持管理費用については，Ia に含めることで考慮することができる．

また，ここで MCF は一定であると仮定する．なぜならば，調達財源は税収総額の微小な増加

とみなされるため，実質的な納税者の費用負担は財源とする税額に MCF を乗じることによっ

て近似できることが示されているからである（例えば，林，別所（2004）３））． 

一般的に高速道路建設費用の財源は，高速道路料金収入と燃料税などの税金からなるが，

このことを式(4.40)で明示している．つまり，対象とする道路区間における料金収入と対象

道路の建設費への補助によって，対象とする道路整備の財源を確保するという，道路区間別

の独立した財源調達の制度を考えている．この応用として，これまで実施されてきたプール

制も考えられる． 

また，最適料金水準は社会的厚生関数を最大にするような式(4.41)を満たす必要がある． 

 

0

a
a a

aa a a

aa
a a

a a a
a a

a a

W V xMCF x P
P P P

V
xP MCF x Px Px P

P

′
′

′

′
′

′ ′
′

′

 ∂ ∂ ∂
= − + ∂ ∂ ∂ 

∂ 
  ∂∂

=  −  + = ∂ ∂  + ∂ 

∑

∑
∑

 (4.41) 

この式が示しているのは，最適料金は限界費用料金が財源調達に伴う公的資金の限界費用

による料金と等しいことを述べている．この式(4.41)にロアの定理を適用し，式(4.15)を代

入することで，一般的な式(4.42)を得る． 
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( )

( ) ( )1 0

a
a a

aa a a

a a a a
a a a a

a aa a a

a a a
a a a

a a a

W V xMCF x P
P P P

t x x xx w x MCF x P
x P P

t xw xMCF x MCF P x
MCF x P

′
′

′

′ ′ ′ ′
′ ′

′ ′′

′ ′ ′
′ ′

′ ′

 ∂ ∂ ∂
= − + ∂ ∂ ∂ 

∂  ∂ ∂
= − − − + ∂ ∂ ∂ 

 ∂ ∂
= − + − + = ∂ ∂ 

∑

∑ ∑

∑

 (4.42) 
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４－４ 最適料金水準の導出 

 

最適料金水準は，代表的家計の厚生関数，すなわち社会的厚生関数を最大化することで求

めるものとする．そもそも料金は，２つの役割を持っていると考えられる．それは，その道

路の建設費や維持費用などの調達財源としての役割と料金を課すことによる規制の役割の２

つである．前者は，さきの社会的厚生関数によって考慮し，ここで求められる料金水準につ

いては，後者の料金を課すことによる規制，つまり混雑などの外部性に対する役割を中心に

整理を行う． 

具体的な最適な料金水準の導出は，財源調達に伴う厚生損失である MCF が－１とそれ以外

の場合について，全ての道路と特定の道路の場合に分けて行う．最初に，MCF が－１の場合

に，全ての道路と特定の道路のそれぞれに料金を課す場合の料金水準式を導出する．次に，

MCF が－１でない場合に，全ての道路と特定の道路それぞれに料金を課す場合の料金水準の

式を導出する． 

 

 MCF＝－１の場合の全ての道路の料金水準 ４－４－１

社会的厚生関数 Wを最大にするような，ある道路区間の料金水準の解を式(4.43)に示す． 

 0a
a a

WdW dP
P
∂

= =
∂∑  (4.43) 

ここで，式(4.42)を適用し，MCF=－１とする．このとき， ( )a a a a
a

x P dP dx′ ′∂ ∂ =∑ を考慮する

ことで式(4.44)を得る． 

 
( ) 0a a

a a a
a a

t x
dW P w x dx

x
′ ′

′ ′ ′
′ ′

 ∂
= − = ∂ 
∑  (4.44) 

つまり，最適な道路料金水準は，式(4.45)の通りである． 

 

( )a a
a a

a

t x
P w x

x
′ ′

′ ′
′

∂
=

∂  (4.45) 

この最適な道路料金水準は，これまでよく知られている限界費用価格形成原理に基づく料

金水準の式と同様な結果となった．式(4.45)は，各道路区間の最適料金水準が，観測される

交通量とその所要時間の変化から求められることを意味している．この最適料金水準は，既

存の単一道路区間での場合と一致している．本研究は，多数の道路区間と結節点から成る道
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路網を仮定している．しかし既存研究では，便益関数アプローチによる全ての道路に料金を

課した場合を適用している（例えば，Yang and Huang（2005）４））．便益関数は，消費者余剰

として定義される．道路ネットワーク均衡は，料金を考慮した経路交通量に関して便益関数

を最大化することで得られる．つまり，効用関数アプローチでも同様の定式化となる．しか

し相違点は，最適料金水準の導出にある．便益関数アプローチの場合，全ての道路に対する

最適料金は，料金を外生的に与えるのではなく，料金を内生化して区間交通量について便益

関数を最大化する．これは，システム最適と呼ばれる．一方，効用関数アプローチは，料金

に関して間接効用関数を最大化（財源調達に伴う厚生損失を最小化）する．便益関数アプロ

ーチでは，特定の道路に料金を課す場合は，最適な料金水準が内生的に決まるため，技術的

な問題からとても適用することができない．しかし，最適な区間交通量を直接計算できると

いう長所がある． 

 

 MCF＝－１の場合の特定の道路の料金水準 ４－４－２

この場合は，対象とする道路以外の料金は，何れかの水準に同定されており，対象とする

道路の料金水準のみを最適化することを意味している．ここでは，建設対象の道路区間以外

はすでに建設は完了しており，必ずしも最適に設定されているわけではないが，何れかの料

金水準が設定されている状況を考えている． 

社会的厚生関数 W を最大にする特定の道路の最適料金水準についての解は，特定の道路区

間 a とそれ以外の道路区間 a’に分けて整理することで導出する．まず，式(4.41)について

整理すると，社会的厚生関数を最大にするような式(4.46)を得る． 

 '
'

'

a a
a a a

a aa a a a

W V x xMCF x P P
P P P P≠

 ∂ ∂ ∂ ∂
= − + + ∂ ∂ ∂ ∂ 

∑  (4.46) 

続いて，式(4.15)に示した aV P∂ ∂ について整理すると，式(4.47)に示す通りとなる． 

 
' ' '

'
' '

( ) ( )1 a a a a a a
a a

a aa a a a a

t x x t x xV x w x w
P x P x P≠

   ∂ ∂ ∂ ∂∂
= − + −   ∂ ∂ ∂ ∂ ∂   

∑  (4.47) 

求められた式(4.47)を，式(4.42)と同様に，社会的厚生関数 W を料金 P について偏微分した

式(4.46)に代入することで，式(4.48)を導出する． 



 

71 
 

 

' ' '
'

' '

'
'

'

( ) ( )1

0

a a a a a a
a a

a aa a a a a

a a
a a a

a aa a

W t x x t x xx w x w
P x P x P

x xMCF x P P
P P

≠

≠

   ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
= − + −   ∂ ∂ ∂ ∂ ∂   

 ∂ ∂
− + + = ∂ ∂ 

∑

∑
  (4.48) 

この式(4.48)を，料金 Paについて整理して，MCF＝－１とおくと，式(4.49)に示す料金水準

の式が求められる． 

 

( ) ( )
a

a a a a a
a a a a

aa aa a

a

x
t x t x PP w x P w x xx x

P

′

′ ′
′ ′

′≠ ′

∂
 ∂ ∂ ∂

= − −  ∂∂ ∂ 
∂

∑  (4.49) 

式(4.49)の右辺第１項は，４－４－１の場合と同じ限界混雑外部性である社会的限界費用

を考慮した式である．右辺第２項は，料金の社会的限界費用からかい離していることによっ

て発生している歪みを，少なくするように道路区間 a の料金を高く（あるいは低く）してい

ることが分かる．ここで示した料金水準は，既存の高速道路ネットワークにおいて設定され

ている料金水準を考慮して，新規に建設される道路区間についてのみ，最適な料金水準が求

められることを意味している． 

 

 MCF≠－１の場合の全ての道路の料金水準 ４－４－３

社会的厚生関数 W を最大にするような全ての道路に料金を課す場合の水準は，式(4.42)を

解くことで得られる． 

具体的には， 1, ,a A=  と仮定することで次に示す連立方程式(4.50)で表現される． 

1 1
1 1 1

1 1 1

1 1
1 1 2

2 1 2

1 1
1 1

1

11

11

A A
A A

A

A A
A A

A

A

x t x tw wP x P x x
P MCF x P MCF x MCF

x t x tw wP x P x x
P MCF x P MCF x MCF

x twP x
P MCF x

     ∂ ∂ ∂ ∂  + + + + = − +       ∂ ∂ ∂ ∂       
     ∂ ∂ ∂ ∂  + + + + = − +       ∂ ∂ ∂ ∂       

 ∂ ∂
+ ∂ ∂ 







11A A
A A A

A A

x twP x x
P MCF x MCF

   ∂ ∂  + + + = − +      ∂ ∂     


 (4.50) 

行列形式で表すと， 
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1 1
1 1

1 1 1 1

1

11

A

A A A
A A

A A A

x x twP x
P P MCF x x

MCF
x x t xwP x
P P MCF x

∂ ∂ ∂  +  ∂ ∂ ∂          = − +       ∂ ∂ ∂    +  ∂ ∂ ∂  



    



 (4.51) 

式(4.51)の左辺の行列は，代替効果行列である．これは，本研究では式(4.1)に示す準線形

の効用関数を仮定しているためである．ゆえに，所得効果は存在しない．ここで，逆行列が

存在すると仮定する．その上で，クラメールの公式を適用して式(4.52)を得る． 

1 11
1

1 1 1 1

1 11

' '
'

1'

1 1

1

, , , , ,

11

, , , , ,
( )1

a a A

a a A
A

A A A Aa a
a a

Aa

A

A A

x xx xx
P P P P

MCF
x xx xx

P P P Pt xP w x
x xMCF x
P P

x x
P P

− +

− +

′

∂ ∂∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂

 + 
  ∂ ∂∂ ∂

∂ ∂ ∂ ∂∂
= − −

∂ ∂∂
∂ ∂

∂ ∂
∂ ∂

 

  

 



  



 (4.52) 

このとき，MCF が－１であったならば，式(4.52)の右辺第２項が消える．料金水準は，ま

さに右辺第１項の限界混雑外部性であり，式(4.45)と変わらない．MCF が－１でないとき，

右辺第１項は，混雑外部性が MCF によって修正される．この修正は，一般税からの財源調達

の歪みを最適料金水準に反映するために必要である． 

式(4.52)の右辺第２項は，最適料金水準は混雑がない場合でも０ではないことを述べてい

る．これは限界費用価格形成原理に基づく料金水準とは異なり，一般税収から調達する建設

費の公的資金を削減するためである． 

完全を期すために，単一道路区間および２道路区間の場合を示す． 

まず，単一道路区間の料金水準は，式(4.53)となり，森杉，河野(2012)５）が導出と計算に

成功している通りである． 

 
( )1 11

t x xP w x xMCF x MCF
P

∂  = − − +  ∂∂  
∂

 (4.53) 

また，２道路区間の a＝１,２の場合，分母は， 
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1 2

1 1 1 2 2 1

1 2 1 2 1 2

2 2

x x
P P x x x x
x x P P P P
P P

∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂

= −
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
∂ ∂

 (4.54) 

P1 の分子は， 

 

2
1

1 2 2
1 2

2 2 1
2

2

xx
P x xx x
x P Px
P

∂
∂ ∂ ∂

= −
∂ ∂ ∂
∂

 (4.55) 

P2 の分子は， 

 

1
1

1 1 1
2 1

1 1 2
2

2

x x
P x xx x
x P Px
P

∂
∂ ∂ ∂

= −
∂ ∂ ∂
∂

 (4.56) 

ゆえに，式(4.57)と式(4.58)を得る． 

 
( )

2 2
1 2

1 1 2 1
1 1

1 2 2 11

1 2 1 2

11
1 ,

x xx x
t x MCF P x

P w x x x x xMCF x
P P x P

 ∂ ∂ + −  ∂ ∂ ∂  = − −
∂ ∂ ∂ ∂∂ −
∂ ∂ ∂ ∂

 (4.57) 

 
( )

1 1
2 1

2 2 1 2
2 2

1 2 2 12

1 2 1 2

11
1

x xx x
t x MCF P x

P w x x x x xMCF x
P P x P

 ∂ ∂ + −  ∂ ∂ ∂  = − −
∂ ∂ ∂ ∂∂ −
∂ ∂ ∂ ∂

 (4.58) 

この MCF が－１でないときの一般的な道路ネットワークを対象とした導出は，森杉，河野

（2012）５）の単純な道路区間を対象とした場合を除いて，既存研究では存在していない． 

 

 MCF≠－１の場合の特定の道路の料金水準 ４－４－４

特定の道路に料金を課す場合は，式(4.42)を解くことで式を得られる． 

( ) ( )1 11

a

a a a a a a
a a a a

a aa aa a

a a

x
t x t xw P xP w x P x x xMCF x MCF x MCF

P P

′

′ ′
′ ′

′≠ ′

∂
   ∂ ∂ ∂  = − − + − +     ∂ ∂∂ ∂     

∂ ∂

∑  (4.59) 
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この場合，MCF が－１である場合は，さきに示した式(4.49)と一致し，式(4.59)が一般形

であることが分かった．また式(4.59)の内容を解釈すると，右辺第１項に示す交通量が１台

増加したことにより増加する利用者全体の費用から，右辺第２項で示した他の道路区間全て

で発生する渋滞などの混雑分だけ乖離している状態を表している．この導出は森杉，河野

(2012)５）の並行道路区間を対象とした研究を除いて，既存研究では存在していない． 
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４－５ 二段階最適化モデル 

 

ここでは，社会的厚生が最大になる料金水準を求める問題を考える．実際の利用者の均衡

配分の計算を用いて，下位問題としての既存の利用者均衡条件の制約のもとで，上位問題と

しての社会的厚生が最大になるように，二段階の最適化問題として，最適料金水準を求める

こととする． 

 

 上位問題 ４－５－１

本研究では，国民全体の代表的な個人が，その効用を最大にするように，道路利用の選択

を行う行動をとるものと想定する．つまり，道路利用者の経路選択行動によって，社会的厚

生関数が最大になるような料金水準を求める．実際の計算では，下位問題の利用者均衡条件

の制約のもとで，料金水準に応じた社会的厚生関数の値を求める問題を考える． 

社会的厚生関数は，さきに示したように道路利用者の総消費者余剰である準線形の効用関

数 Vと道路建設費 Iから道路料金収入 Pxを引いた収入に関する納税者の厚生損失からなる式

(4.60)で表すことができる． 

 ( )a a a
a

W V MCF I P x′ ′ ′
′

 
= + − 

 
∑  (4.60) 

式(4.60)では，料金収入を除いた税による財源調達を考えているが，ここでは社会的費用

のみを考慮した料金水準の導出と比較するため，建設費を除いた料金収入のみを考慮した関

数として，完全代替の仮定を置いた利用者均衡配分の考え方を用いて，計算する方法を考え

る． 

社会的厚生関数は，準線形の効用関数 V に，対象とする有料道路の道路料金収入 Px に厚

生損失を考慮した MCFを掛け合わせた値を合計することで求めている．しかしここでは，既

存の利用者均衡で用いられている目的関数と整合性を図るため，式(4.61)に示す最小化問題

として，料金による財源調達に伴う厚生損失を目的関数 zから差し引くことで定義した． 

 min c
PZ z MCF x
α

= −  (4.61) 

ここで， 

zc：利用者均衡時の交通量 ax の平均費用に交通量を乗じた総費用 
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P：高速道路料金 

α：時間価値 

である． 

ここでは既存の配分手法を用いた最小化問題として最適な料金水準を求めているが，式

(4.60)に示した効用最大化の場合と考え方は同じである． 

このとき目的関数 Zは，道路利用者の走行時間の総和で考えているので，料金 Pは，時間

価値αで割ることで料金の走行時間への換算を行い，整合を図った．ここで，目的関数 zc

は，利用者均衡時の交通量 ax の平均費用に交通量を乗じた総費用に基づいて表現している

点に注意が必要である．詳しくは，４－５－２にて述べる．以上の式(4.61)の目的関数 Zが

最小となるような料金水準を最適解として求めた． 

 

 下位問題 ４－５－２

ここで，利用者の経路間選択の行動は，ルート間の選択が完全代替を仮定した利用者均衡

配分法を用いて表現し，道路利用者の総消費者余剰である準線形効用関数 Vを求める．そこ

で，道路利用者の総消費者余剰である準線形効用関数 Vを式(4.62)として表現した． 

 ( )c a a a
a A

z x t x
∈

= ∑  (4.62) 

ここで， 

at ：道路区間 aの所要時間 t 

ax ：道路区間 aの交通量 x 

ax ：利用者均衡時の道路区間 aの交通量 x 

である．この利用者均衡時の交通量 ax における平均費用に交通量を乗じた式(4.62)となる

場合は，総費用を表しており，利用者の効用を表現していることとなる．したがって，理論

的な分析では，式(4.62)に示した目的関数zcが最小になるような料金Pを求める必要がある．

しかし，実際の計算においては，交通量 ax を内生的に決める必要があるため，既存の利用

者均衡で用いられている目的関数 zを用いて，利用者均衡時の交通量 ax を求める． 

既存の利用者均衡で用いられている目的関数 zは，式(4.63)に示す通りである． 

 ( )
0

min ax

a
a A

z t w dw
∈

= ∑∫  (4.63) 
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s.t. 

 , , , ,rs rs
a a k k

rs k
x f a A k Kδ= ∈ ∈∑∑  (4.64) 

 , , ,rs rs
k

k
d f k K rs R= ∈ ∈∑  (4.65) 

 0, 0 , , .rs
k af x a A k K rs R≥ ≥ ∈ ∈ ∈  (4.66) 

ここで， 

at ：道路区間 aの所要時間 t 

ax ：道路区間 aの交通量 x 

rs
kf ：rs間における経路 kの交通量 

',
rs
a kδ ：ODペア rs間の第 k経路が道路区間 aを含むとき：１，そうでないとき：０ 

rsd ：ODペア rs間の経路交通量の合計 

である．ここで示すモデルでは，完全代替モデルと同様な式(4.64)から式(4.66)に示すよう

な制約条件を考慮している．ここでは，式(4.65)に示すように需要を固定している． 

以上の式(4.63)の目的関数 z の積分で求めた値は，社会的限界費用の総費用ではなく，私

的限界費用を合計した私的総費用である．そのため，式(4.62)に示すように，利用者均衡時

の交通量 ax の平均費用に交通量を乗じた総費用 zcで表現する必要がある． 

なぜならば，式(4.63)で示した既存の利用者均衡で用いられている目的関数 z の値は，時

間平均費用曲線を積分形によって交通量 ax を内生的に決めることで利用者均衡の計算して

いる．これは，山内，竹内（1992）６）や竹内（2006）７）が示しているように，私的限界費用

（社会的平均費用）として解釈することができ，その積分値は道路利用者の時間費用の総額

（私的総費用）である．これは，個々の利用者が認識する利用者価格（利用者費用）である

ので，利用者は，私的限界費用として認識して，これに基づいて道路利用の意思決定を行う．

しかし，この場合は社会的限界費用と私的限界費用の間にかい離が存在し，その分だけ混雑

などの外部不経済効果（外部費用）が発生していることになる． 

このため，従来の均衡計算に用いられてきた等価な最適化問題の定式化は，理論的な分析

において，そのままでは社会的な厚生最大化を表現することができない．ゆえに，式(4.62)に

示すように，利用者均衡時の交通量 ax の平均費用に交通量を乗じた総費用 zcで表現する必要

がある． 
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４－６ 数値計算例 

 

これまで述べてきた一般的な道路ネットワークにおける料金設定は，ある道路区間，すな

わち道路区間単位で料金を課す場合について対応している．しかし，高速道路と一般道路か

らなる全ての道路を対象に料金を課すことは，現在においても技術的な困難がある．実際，

わが国の高速道路には料金が課されているが，一般道路には料金が課されていない．そこで，

道路ネットワークの中で高速道路のみを料金設定の対象と考え，特定の道路に料金を課す場

合を想定した料金水準を求める． 

ここでは，まず議論を簡単化するために，１本の高速道路と，２本の一般道路からなる道

路ネットワークを想定した．その上で，一般的なネットワークとして数値計算によく用いら

れる Sioux Fallsのネットワークにおいて，特定の道路区間にのみ料金を課す場合を想定し

た． 

わが国において，高速道路を含む配分計算では，高速転換率を用いて計算がなされている．

しかし，ここでは，道路の所要時間の推計に用いられる，式(4.67)の米国道路局（US Bureau 

of Public Roads）が 1964 年の交通配分マニュアルにて示した，BPR 関数を用いた料金抵抗

法に基づき，利用者均衡配分を行う． 

 ( ) 0 1.0
b

i
i i i

i

x Pt x t a
K a

   = + +  
   

 (4.67) 

ここで， 

0
it ：道路 iの自由走行時の所要時間 

ix ：道路 iの交通量 

iK ：道路 iの容量 

P：高速道路の料金 

a，b：パラメータ 

である． 

BPR 関数を用いる理由は，金森，河上(1999)８）が，利用者均衡配分モデルにおける高速道

路を料金抵抗法と高速転換率法の２つのモデルを用いて，名古屋市内交通の現況再現性など

について比較，検討を行なっており，その結果，いずれのモデルもある程度の現況再現性を

持つことが言えるとしているからである． 
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ここで，二段階最適化モデルの下位問題で示した利用者均衡配分モデルの解法として

Frank-Wolfe法を用いる．具体的な解法は，土木学会（2006）９）に示されている，下記の手

順に基づき計算を行った． 

Step.０：初期実行可能解の設定 

初期実行可能解（区間交通量の初期値） (1)
ax を設定する．ここでは，全道路区間の交通

量がゼロのときのコストパターン ( ){ }0at における All-or-Nothing 配分の結果を用いる．

すなわち区間交通量が０のときのリンクコストを算出し，この状態で全 OD交通量を最短

経路に配分して，得られた区間交通量を{ }(1)
ax とする．ただし，ここでの最短経路探索は，

道路区間の料金抵抗 を考慮したものであることに注意する． 

Step.１：リンクコストの更新 

区間交通量{ }( )n
ax に対するリンクコストを計算し，{ }( )n

at とする．ただし，ここでのリ

ンクコストは料金抵抗 P αを考慮したものである． 

Step.２：降下方向ベクトルの探索 

リンクコスト{ }( )n
at の下で全 OD 交通量を最短経路に配分し，得られた区間交通量を

{ }( )n
ay とする．ただし，ここでの最短経路探索は，道路区間の料金抵抗 P α を考慮した

ものであることに注意する．ここで，{ }( )n
ay は補助解と呼ばれ，降下ベクトル{ }( )n

ad を次

式により計算する． 

 
( ) ( ) ( )n n n
a a ad y x= −  (4.68) 

Step.３：降下ステップサイズの探索 

降下ステップサイズ を用いて，区間交通量を 

 
( 1) ( ) ( ) ( )n n n n
a a ax x dς+ = + ⋅  (4.69) 

とおく．この を代入した目的関数 

 ( ) ( )
( 1) ( ) ( ) ( )

( 1)

0 0

n n n n
a a ax x dn

a a
a A a A

Z t w dw t w dw
ς+ + ⋅+

∈ ∈

= ⋅ = ⋅∑ ∑∫ ∫  (4.70) 

の値がなるべく小さくなるような ( )nς を求める．ただし， ( )0 1nς≤ ≤ である．このとき，

{ }( )n
ax と{ }( )n

ad は定数であるから，
( 1)nZ +

は ( )nς のみの関数となるので，非線形一次元探索

のアルゴリズムを利用して求めることが可能である． 

Step.４：解の更新 

P α

( )nς

{ }( 1)n
ax +
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得られた降下ステップサイズ ( )nς を，Step.３の式(4.69)に代入して，区間交通量

{ }( 1)n
ax + を計算する． 

Step.５：収束判定 

収束条件式が満たされていなければ，n=n+1として Step.１に戻る．収束条件式が満た

されていれば，計算を終了し区間交通量 を解として出力する． 

 

 計算対象の道路ネットワーク ４－６－１

数値計算は，さきに述べたようにシンプルな道路ネットワークと Sioux Fallsテストネッ

トワークの２つを対象に行った．前者は，議論を簡単化するために，１本の高速道路と，２

本の一般道路からなる道路を想定して，さきの計算方法に基づき，Excelを用いた計算を行

った．また後者については，一般的なネットワークとして数値計算によく用いられる Sioux 

Fallsのネットワークにおいて，交通需要予測ソフトウェア VISUMを用いて計算を行った．

このときいずれの場合も，特定の道路にのみ料金を課す場合を想定した． 

 

（１）シンプルな道路ネットワーク 

これらの道路は，図４－１に示すような道路ネットワークとして構成されており，表４－

１に示す距離，容量の道路ネットワークを考えている．ここで道路利用者の走行費用は，道

路利用による走行（所要）時間の費用と高速道路における道路利用の料金のみを考えるもの

とする．このシンプルな道路ネットワークを対象に，OD間交通量は一定として，固定需要型

の利用者均衡配分を行う． 

 

 

図４－１ シンプルな道路ネットワークの想定 

 

{ }( 1)n
ax +
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表４－１ 道路ネットワークの条件 

道 路 長 さ（km） 容 量（台／h） 

１（高速道路） 8.0 2,500 

２（一般道路） 10.0 1,800 

３（一般道路） 15.0 1,800 

 

このときの交通量，時間評価値，自由走行速度は，以下のように設定する． 

ゾーン①からゾーン②への総交通量 ：N＝4,000（台／h） 

時間評価値    ：α＝2,000（円／h） 

自由走行速度    ：vf＝60（km／h） 

また，各道路区間の所要時間は，次の式(4.67)に示す BPR関数によって計算し，そのパラ

メータとして，日本の道路と類似しているオランダの道路で計測された a＝2.62，b＝５とい

う数値を用いる． 

 

（２）Sioux Fallsテストネットワーク 

Sioux Fallsテストネットワークは，Hillel Bar-Gera１１）によって提供されているデータ

を基に作成した．本研究で作成した道路ネットワークは，図４－２に示すように構成されて

おり，表４－２に示す距離，容量とした．ここで道路利用者の走行費用は，道路利用による

走行（所要）時間の費用と道路利用の料金のみを考えるものとする．この Sioux Fallsテス

トネットワークを対象に，OD間交通量は一定として，固定需要型の利用者均衡配分を行う． 

このときの交通量は，表４－３に示す通り設定し，時間評価値，自由走行速度並びに料金

を課す道路区間は，以下の通り設定する． 

時間評価値    ：α=1,800（円／h） 

自由走行速度    ：vf＝60（km／h） 

課金対象区間    ：区間番号 28 

また，各道路区間の所要時間は，式(4.67)に示す BPR関数を用いて計算し，そのパラメー

タとして，a＝0.15，b＝４という数値を用いる． 
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図４－２ Sioux Fallsテストネットワーク 

（Hillel Bar-Gera１１），Hai Yang and Meng Qiang（Hong Kong University of Science and 

Technology）により作成されたものを基に加筆） 

 

  

課金対象区間 
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表４－２ Sioux Fallsテストネットワークの容量と区間距離 

区間

番号 
始点 終点 容量(台) 

距離 

(km) 
 

区間

番号 
始点 終点 容量(台) 

距離 

(km) 

1 1 2 25900 6  38 13 12 25900 3 

2 1 3 23403 4  39 13 24 5091 4 

3 2 1 25900 6  40 14 11 4877 4 

4 2 6 4958 5  41 14 15 5128 5 

5 3 1 23403 4  42 14 23 4925 4 

6 3 4 17111 4  43 15 10 13512 6 

7 3 12 23403 4  44 15 14 5128 5 

8 4 3 17111 4  45 15 19 14565 3 

9 4 5 17783 2  46 15 22 9599 3 

10 4 11 4909 6  47 16 8 5046 5 

11 5 4 17783 2  48 16 10 4855 4 

12 5 6 4948 4  49 16 17 5230 2 

13 5 9 10000 5  50 16 18 19680 3 

14 6 2 4958 5  51 17 10 4994 8 

15 6 5 4948 4  52 17 16 5230 2 

16 6 8 4899 2  53 17 19 4824 2 

17 7 8 7842 3  54 18 7 23403 2 

18 7 18 23403 2  55 18 16 19680 3 

19 8 6 4899 2  56 18 20 23403 4 

20 8 7 7842 3  57 19 15 14565 3 

21 8 9 5050 10  58 19 17 4824 2 

22 8 16 5046 5  59 19 20 5003 4 

23 9 5 10000 5  60 20 18 23403 4 

24 9 8 5050 10  61 20 19 5003 4 

25 9 10 13916 3  62 20 21 5060 6 

26 10 9 13916 3  63 20 22 5076 5 

27 10 11 10000 5  64 21 20 5060 6 

28 10 15 13512 6  65 21 22 5230 2 

29 10 16 4855 4  66 21 24 4885 3 

30 10 17 4994 8  67 22 15 9599 3 

31 11 4 4909 6  68 22 20 5076 5 

32 11 10 10000 5  69 22 21 5230 2 

33 11 12 4909 6  70 22 23 5000 4 

34 11 14 4877 4  71 23 14 4925 4 

35 12 3 23403 4  72 23 22 5000 4 

36 12 11 4909 6  73 23 24 5079 2 

37 12 13 25900 3  74 24 13 5091 4 

      75 24 21 4885 3 

      76 24 23 5079 2 
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表４－３ Sioux Fallsテストネットワークの OD間交通量 

D 

O 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

1 0 100 100 500 200 300 500 800 500 1300 500 200 500 300 500 500 400 100 300 300 100 400 300 100 

2 100 0 100 200 100 400 200 400 200 600 200 100 300 100 100 400 200 0 100 100 0 100 0 0 

3 100 100 0 200 100 300 100 200 100 300 300 200 100 100 100 200 100 0 0 0 0 100 100 0 

4 500 200 200 0 500 400 400 700 700 1200 1400 600 600 500 500 800 500 100 200 300 200 400 500 200 

5 200 100 100 500 0 200 200 500 800 1000 500 200 200 100 200 500 200 0 100 100 100 200 100 0 

6 300 400 300 400 200 0 400 800 400 800 400 200 200 100 200 900 500 100 200 300 100 200 100 100 

7 500 200 100 400 200 400 0 1000 600 1900 500 700 400 200 500 1400 1000 200 400 500 200 500 200 100 

8 800 400 200 700 500 800 1000 0 800 1600 800 600 600 400 600 2200 1400 300 700 900 400 500 300 200 

9 500 200 100 700 800 400 600 800 0 2800 1400 600 600 600 900 1400 900 200 400 600 300 700 500 200 

10 1300 600 300 1200 1000 800 1900 1600 2800 0 4000 2000 1900 2100 4000 4400 3900 700 1800 2500 1200 2600 1800 800 

11 500 200 300 1500 500 400 500 800 1400 3900 0 1400 1000 1600 1400 1400 1000 100 400 600 400 1100 1300 600 

12 200 100 200 600 200 200 700 600 600 2000 1400 0 1300 700 700 700 600 200 300 400 300 700 700 500 

13 500 300 100 600 200 200 400 600 600 1900 1000 1300 0 600 700 600 500 100 300 600 600 1300 800 800 

14 300 100 100 500 100 100 200 400 600 2100 1600 700 600 0 1300 700 700 100 300 500 400 1200 1100 400 

15 500 100 100 500 200 200 500 600 1000 4000 1400 700 700 1300 0 1200 1500 200 800 1100 800 2600 1000 400 

16 500 400 200 800 500 900 1400 2200 1400 4400 1400 700 600 700 1200 0 2800 500 1300 1600 600 1200 500 300 

17 400 200 100 500 200 500 1000 1400 900 3900 1000 600 500 700 1500 2800 0 600 1700 1700 600 1700 600 300 

18 100 0 0 100 0 100 200 300 200 700 200 200 100 100 200 500 600 0 300 400 100 300 100 0 

19 300 100 0 200 100 200 400 700 400 1800 400 300 300 300 800 1300 1700 300 0 1200 400 1200 300 100 

20 300 100 0 300 100 300 500 900 600 2500 600 500 600 500 1100 1600 1700 400 1200 0 1200 2400 700 400 

21 100 0 0 200 100 100 200 400 300 1200 400 300 600 400 800 600 600 100 400 1200 0 1800 700 500 

22 400 100 100 400 200 200 500 500 700 2600 1100 700 1300 1200 2600 1200 1700 300 1200 2400 1800 0 2100 1100 

23 300 0 100 500 100 100 200 300 500 1800 1300 700 800 1100 1000 500 600 100 300 700 700 2100 0 700 

24 100 0 0 200 0 100 100 200 200 800 600 500 700 400 400 300 300 0 100 400 500 1100 700 0 
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 利用者均衡配分に基づく料金変化に伴う最適料金水準 ４－６－２

（１）シンプルな道路ネットワーク 

シンプルな道路ネットワークにおいて，既存の利用者均衡配分モデルの解法に基づき交通

量の配分を行った結果を整理する．ここでの料金設定は，現在の高速道路料金の設定が 50円

刻みであることを考慮して，まず，料金水準を 100 円単位で設定した場合の交通量の配分を

行う．ここでは，需要を固定しているため，高速道路における料金が増加することで費用が

増加し，高速道路から他の一般道路に転換する交通量が発生する． 

以上の想定のもとで計算した結果，料金水準に伴う交通量の変化は，図４－３と表４－４

に示す通りとなった．一般道路では，道路容量に対する交通量も上昇するため，高速道路は

比較的空いているにも関わらず，図４－４に示すように一般道路の混雑率が上昇しているこ

とが分かる．これは，道路利用者である代表的な個人が道路利用の選択を行う行動をとると

き，混雑の発生によりかかる費用よりも料金のほうが大きいことを示している． 

 

 

図４－３ シンプルな道路ネットワークにおける料金と交通量の関係 
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表４－４ シンプルな道路ネットワークにおける料金と交通量の関係 

料金 P（１kmあたり）

（円） 

高速道路１交通量 

x1（台） 

一般道路２交通量 

x2（台） 

一般道路３交通量 

x3（台） 

0（0.0） 2023.5 1306.6 669.9 

100（12.5） 1857.3 1328.7 814.0 

200（25.0） 1663.7 1371.8 964.5 

300（37.5） 1460.4 1434.6 1105.0 

400（50.0） 1270.9 1505.2 1223.9 

500（62.5） 1106.3 1573.1 1320.7 

600（75.0） 965.6 1634.6 1399.9 

700（87.5） 844.2 1689.6 1466.2 

800（100.0） 738.0 1738.9 1523.1 

900（112.5） 643.6 1783.5 1572.9 

1000（125.0） 558.5 1824.2 1617.3 

1100（137.5） 481.0 1861.7 1657.3 

1200（150.0） 409.8 1896.3 1693.9 

1300（162.5） 343.8 1928.7 1727.5 

1400（175.0） 282.3 1959.0 1758.8 

1500（187.5） 224.6 1987.5 1787.9 

1600（200.0） 170.2 2014.5 1815.3 

1700（212.5） 118.8 2040.1 1841.1 

1800（225.0） 69.9 2064.5 1865.6 

1900（237.5） 23.4 2087.8 1888.8 

2000（250.0） 0.0 2099.5 1900.5 
 

 

 

図４－４ シンプルな道路ネットワークにおける混雑率（交通量／道路容量） 
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ここで，利用者均衡に基づく交通量配分で求められた道路利用者の走行時間を，時間価値

に基づき費用として換算し，その総和として総走行時間費用 TC を式(4.71)に示すように考

える．また道路整備の財源として，高速道路の利用者に料金を課すことで得られる収入の変

化を推計した． 

 ( )a a
a

TC x t x a= ⋅∑  (4.71) 

ここで， 

at ：道路区間 aの所要時間 t 

ax ：道路区間 aの交通量 x 

ax ：利用者均衡時の道路区間 aの交通量 x 

α：時間評価値（2,000（円／h）） 

である． 

これらの指標に関する計算結果は，図４－５と表４－５に示す通り，高速道路の料金水準

が P=200（円）の場合に総走行時間が最小値 TC=1,898,700（円）となる．料金水準が０円の

時の利用者均衡状態に対して，総走行時間費用が若干であるが減少している． 

そこで，現在の高速道路料金の設定が 50円刻みであることを考慮して，最適料金水準と考

えられる 200円を中心に，0円から 400円までの場合について 10円単位で設定した場合の交

通量の配分を行う．この料金水準の変化に伴う均衡交通量を計算した結果，図４－６と表４

－６に示す通りとなり，高速道路の料金水準が，P=160（円）の場合に総走行時間が最小値

TC=1,888,927（円）となる．つまり，料金水準が０円の時の利用者均衡状態に対して，総走

行時間費用が減少している．このことは，一定の交通需要の場合においても，適切な料金を

課すことで，道路ネットワークでの社会的厚生水準を改善できることが示されている．しか

し，料金水準が一定値以上に増大すると，社会的な費用すなわち総走行時間費用が増大し，

料金が設定されている高速道路の利用者数が減少するため，料金収入も減少することがわか

る．つまり，これまでの総走行時間費用で表される社会的費用を最小化するような料金水準

の導出では，160 円が最適であることが求められており，これは，財源調達に伴う厚生損失

がない状況の，MCFが 1.0の場合であると考えられる． 
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図４－５ シンプルな道路ネットワークでの総走行時間費用と料金収入 
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2000（250.0） 8,875,189 0 
 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0 500 1000 1500 2000

総
走

行
時

間
費

用
TC

と
料

金
収

入
PX

（
百

万
円

）

高速道路１の料金P（円）

総走行時間

費用 TC

料金収入
PX



 

89 
 

 

図４－６ シンプルな道路ネットワークでの総走行時間費用と料金収入（０円から 400円） 
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表４－６ シンプルな道路ネットワークでの総走行時間費用と料金収入（０円から 400円） 

料金 P（１kmあたり）（円） 総走行時間費用 TC（円） 料金収入 PX（円） 

0（0.0） 2,037,417 0 

10（1.3） 2,021,337 20,082 

20（2.5） 2,005,956 39,854 

30（3.8） 1,991,319 59,305 

40（5.0） 1,977,466 78,428 

50（6.3） 1,964,442 97,211 

60（7.5） 1,952,293 115,647 

70（8.8） 1,941,063 133,725 

80（10.0） 1,930,801 151,437 

90（11.3） 1,921,552 168,774 

100（12.5） 1,913,364 185,727 

110（13.8） 1,906,281 202,289 

120（15.0） 1,900,349 218,451 

130（16.3） 1,895,609 234,208 

140（17.5） 1,892,102 249,552 

150（18.8） 1,889,863 264,479 

160（20.0） 1,888,927 278,985 

170（21.3） 1,889,321 293,065 

180（22.5） 1,891,070 306,719 

190（23.8） 1,894,192 319,945 

200（25.0） 1,898,700 332,743 

210（26.3） 1,904,601 345,116 

220（27.5） 1,911,897 357,065 

230（28.8） 1,920,581 368,595 

240（30.0） 1,930,643 379,711 

250（31.3） 1,942,067 390,420 

260（32.5） 1,954,830 400,727 

270（33.8） 1,968,904 410,643 

280（35.0） 1,984,257 420,175 

290（36.3） 2,000,855 429,332 

300（37.5） 2,018,657 438,126 

310（38.8） 2,037,622 446,567 

320（40.0） 2,057,707 454,664 

330（41.3） 2,078,865 462,429 

340（42.5） 2,101,051 469,873 

350（43.8） 2,124,219 477,006 

360（45.0） 2,148,321 483,839 

370（46.3） 2,173,314 490,383 

380（47.5） 2,199,151 496,646 

390（48.8） 2,225,790 502,640 

400（50.0） 2,253,188 508,373 
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（２）Sioux Fallsテストネットワーク 

Sioux Falls テストネットワークにおいて，既存の利用者均衡配分モデルに基づき交通量

の配分を行った結果を整理する．さきに示した，シンプルな道路ネットワークでの想定と同

様に，ここでの料金設定は，現在の高速道路料金の設定が 50 円刻みであることを考慮して，

まず，料金水準を 100 円単位で設定した場合の交通量の配分を利用者均衡に基づいて行う．

交通量配分で求められた道路利用者の走行時間を，時間価値に基づき費用として換算し，そ

の総和として総走行時間費用 TC を式(4.71)に示すように考える．また道路整備の財源として，

高速道路の利用者に料金を課すことで得られる収入の変化を推計した．このとき，時間評価

値αは 1,800（円／h）として計算した． 

この想定のもとで計算した結果，総走行時間費用と料金収入は，図４－７と表４－７なっ

た．ここでは，対象道路の料金水準が P=０（円）の場合に総走行時間が最小値 TC=224,408,950

（円）となる．また，P=1,400（円）までと P=1,500（円）からの総走行時間費用の傾向が変

化しているのは，課金対象区間の走行時間費用より，周辺道路区間を通る走行時間費用が低

くなり，利用される経路が完全代替の仮定に基づき変化したためである． 

 

 

図４－７ Sioux Fallsテストネットワークでの総走行時間費用と料金収入 
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表４－７ Sioux Fallsテストネットワークでの総走行時間費用と料金収入 

料金 P（1kmあたり）(円） 総走行時間費用 TC（円） 料金収入 PX（円） 

0（0.0） 224,408,950 0 

100（16.7） 224,423,852 2,210,448 

200（33.3） 225,156,885 4,202,565 

300（50.0） 226,872,767 5,963,735 

400（66.7） 228,727,925 7,475,756 

500（83.3） 231,019,682 8,685,112 

600（100.0） 234,465,644 9,573,731 

700（116.7） 238,041,255 10,334,195 

800（133.3） 243,256,717 10,647,783 

900（150.0） 248,602,880 10,744,320 

1000（166.7） 254,880,464 10,523,694 

1100（183.3） 260,281,378 10,279,188 

1200（200.0） 264,104,820 10,234,010 

1300（216.7） 268,405,719 10,010,000 

1400（233.3） 270,266,733 10,282,681 

1500（250.0） 277,013,332 9,335,273 

1600（266.7） 283,350,775 8,395,524 

1700（283.3） 290,219,876 7,270,510 

1800（300.0） 297,123,610 6,031,752 

1900（316.7） 306,293,556 4,118,266 

2000（333.3） 313,751,620 2,514,087 

2100（350.0） 315,590,914 2,204,047 

2200（366.7） 317,392,280 1,866,460 

2300（383.3） 324,663,474 222,599 

2400（400.0） 325,646,486 0 
 

 

そこで，現在の高速道路料金の設定が 50円刻みであることを考慮して，0円から 400円ま

での場合について 10円単位で設定した場合の交通量の配分を行う． 

この料金水準の変化に伴う均衡交通量を計算した結果，図４－８と表４－８に示す通りと

なった．総走行時間費用が最小となるのは，対象道路の料金水準が P=30（円）の場合で，総

走行時間費用が TC=224,362,248（円）となるときである．ここでは，より一般的なネットワ

ークを対象としたが，このことは，一定の交通需要の場合においても，適切な料金を課すこ

とで，道路ネットワークでの社会的厚生水準を改善できることが示されている．しかし，料



 

93 
 

金水準が一定値以上に増大すると，社会的な費用すなわち総走行時間費用が増大し，料金が

設定されている道路区間の利用者数が減少するため，料金収入も減少することがわかる． 

つまり，これまでの総走行時間費用で表される社会的費用を最小化するような料金水準の

導出では，30 円が最適であることが求められており，これは，MCF が 1.0 の場合であると考

えられる． 

 

 

図４－８ Sioux Fallsテストネットワークでの総走行時間費用と料金収入（０円から 400円） 
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表４－８ Sioux Fallsテストネットワークでの総走行時間費用と料金収入（０円から 400円） 

料金 P（1kmあたり）(円） 総走行時間費用 TC（円） 料金収入 PX（円） 

0（0.0） 224,408,950 0 

10（1.7） 224,398,060 230,190 

20（3.3） 224,395,807 458,393 

30（5.0） 224,362,248 684,602 

40（6.7） 224,376,836 908,712 

50（8.3） 224,387,361 1,130,589 

60（10.0） 224,408,835 1,350,965 

70（11.7） 224,423,933 1,568,753 

80（13.3） 224,403,472 1,785,078 

90（15.0） 224,407,646 1,999,254 

100（16.7） 224,423,852 2,210,448 

110（18.3） 224,450,560 2,419,740 

120（20.0） 224,476,807 2,627,043 

130（21.7） 224,546,115 2,832,185 

140（23.3） 224,547,063 3,034,424 

150（25.0） 224,610,804 3,234,046 

160（26.7） 224,618,813 3,433,387 

170（28.3） 224,729,291 3,629,386 

180（30.0） 224,878,859 3,822,591 

190（31.7） 225,009,813 4,013,387 

200（33.3） 225,156,885 4,202,565 

210（35.0） 225,282,726 4,390,028 

220（36.7） 225,426,666 4,574,005 

230（38.3） 225,560,804 4,756,696 

240（40.0） 225,692,070 4,934,988 

250（41.7） 225,826,369 5,113,190 

260（43.3） 226,023,447 5,289,454 

270（45.0） 226,200,980 5,467,820 

280（46.7） 226,391,054 5,634,672 

290（48.3） 226,598,186 5,801,603 

300（50.0） 226,872,767 5,963,735 

310（51.7） 227,093,342 6,120,500 

320（53.3） 227,351,817 6,268,883 

330（55.0） 227,501,981 6,418,975 

340（56.7） 227,704,548 6,574,570 

350（58.3） 227,783,932 6,731,018 

360（60.0） 227,956,783 6,885,245 

370（61.7） 228,136,463 7,039,476 

380（63.3） 228,334,235 7,188,865 

390（65.0） 228,563,045 7,338,181 

400（66.7） 228,727,925 7,475,756 
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 MCFを考慮した社会的厚生関数に基づく最適料金水準 ４－６－３

続いて，本研究で提示した MCF を考慮した場合の社会的厚生関数に基づく最適料金水準を

求める．ここでは，既存の利用者均衡配分モデルの解法に基づき交通量の配分を行い，料金

水準の変化に伴って求められる，社会的厚生関数で表される総走行時間（費用）について整

理を行う．具体的には，既存の利用者均衡で用いられている目的関数 z に基づいて，均衡時

の交通量の配分結果を求め，式(4.62)に示した目的関数 zcから，財源調達による厚生損失を

考慮した MCFの値に料金収入 Pxを掛け合わせたものを引いた，式(4.61)を用いる．このとき，

交通量の配分結果から社会的費用が最小となる，つまり社会的厚生水準が最大になるような

料金水準を算出する． 

 

（１）シンプルな道路ネットワーク 

まずシンプルな道路ネットワークにおいて，MCFを考慮した場合の社会的厚生関数に基づ

く最適料金水準を求める．ここでの料金設定は，現在の高速道路料金の設定が 50円刻みであ

ることを考慮して，まずは料金水準を 100円単位で設定した場合の交通量の配分を行う． 

その結果，総走行時間（費用）として表現される目的関数 Zの値の変化は，図４－９と表

４－９に示す通りとなった． 
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図４－９ シンプルな道路ネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z 
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表４－９ シンプルな道路ネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z 

料金 P

（１km

あたり）

（円） 

zc MCF=1.0 MCF=1.1 MCF=1.2 MCF=1.3 MCF=1.4 MCF=1.5 MCF=2.0 

0 

(0.0) 
1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 

100 

(12.5) 
1049.545 956.682 947.395 938.109 928.823 919.537 910.250 863.818 

200 

(25.0) 
1115.722 949.346 932.712 916.076 899.439 882.801 866.164 782.978 

300 

(37.5) 
1228.392 1009.329 987.422 965.516 943.610 921.703 899.799 790.265 

400 

(50.0) 
1380.781 1126.594 1101.176 1075.757 1050.338 1024.920 999.501 872.408 

500 

(62.5) 
1557.043 1280.473 1252.815 1225.158 1197.501 1169.844 1142.187 1003.902 

600 

(75.0) 
1745.342 1455.675 1426.709 1397.742 1368.775 1339.809 1310.842 1166.009 

700 

(87.5) 
1939.469 1643.992 1614.445 1584.897 1555.349 1525.802 1496.254 1348.515 

800 

(100.0) 
2136.465 1841.270 1811.751 1782.232 1752.712 1723.193 1693.673 1546.076 

900 

(112.5) 
2334.913 2045.346 2016.353 1987.393 1958.433 1929.473 1900.513 1755.713 

1000 

(125.0) 
2534.102 2254.864 2226.939 2199.014 2171.090 2143.164 2115.240 1975.617 

1100 

(137.5) 
2733.702 2469.141 2442.686 2416.230 2389.774 2363.318 2336.862 2204.582 

1200 

(150.0) 
2933.499 2687.622 2663.034 2638.447 2613.859 2589.271 2564.684 2441.745 

1300 

(162.5) 
3133.400 2909.927 2887.579 2865.232 2842.884 2820.537 2798.189 2686.451 

1400 

(175.0) 
3333.359 3135.766 3116.008 3096.249 3076.489 3056.730 3036.971 2938.175 

1500 

(187.5) 
3533.341 3364.912 3348.069 3331.226 3314.383 3297.541 3280.698 3196.479 

1600 

(200.0) 
3733.335 3597.171 3583.554 3569.938 3556.322 3542.705 3529.089 3461.006 

1700 

(212.5) 
3933.334 3832.380 3822.284 3812.189 3802.093 3791.998 3781.902 3731.425 

1800 

(225.0) 
4133.334 4070.396 4064.102 4057.808 4051.514 4045.221 4038.927 4007.458 

1900 

(237.5) 
4333.332 4311.093 4308.869 4306.645 4304.421 4302.197 4299.970 4288.853 

2000 

(250.0) 
4437.594 4437.594 4437.594 4437.594 4437.594 4437.594 4437.594 4437.594 
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このとき目的関数 Zの値が最小になる料金水準は，表４－１０に示す通りである． 

 

表４－１０ シンプルな道路ネットワークでの目的関数 Zの最小値とその料金水準 

MCFの値 料金 P（円） 目的関数 Z 

1.0 200 949.346 

1.1 200 932.712 

1.2 200 916.076 

1.3 200 899.439 

1.4 200 882.801 

1.5 200 866.164 

2.0 200 782.978 
 

 

課金額が最も小さいときに，目的関数 zcの値は最小となった．しかし，MCFを考慮する場

合の目的関数 Zの値は，MCFの値が大きくなるにつれて，それぞれ小さくなった．一方最適

な料金は，P＝200（円）となり同じであった． 

そこで，関数が下に凸となっていて最適料金水準として考えられる 0円から 400円までの

場合について，現在の高速道路料金の設定が 50 円刻みであることを考慮して，最適料金水

準と考えられる 200円を中心に，0円から 400円までの場合について 10円単位で設定した場

合の交通量の配分を行う．その結果，総走行時間として表現している目的関数 Zの値の変化

は，図４－１０と表４－１１に示す通りである． 

  



 

99 
 

 

 

図４－１０ シンプルな道路ネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z（０円から 400

円） 
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表４－１１ シンプルな道路ネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z（０円から 400

円） 

料金 P（１

kmあたり）

（円） 

z MCF=1.0 MCF=1.1 MCF=1.2 MCF=1.3 MCF=1.4 MCF=1.5 MCF=2.0 

0（0.0） 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 1018.709 

10（1.3） 1020.709 1010.668 1009.664 1008.660 1007.656 1006.652 1005.648 1000.627 

20（2.5） 1022.905 1002.978 1000.986 998.993 997.000 995.008 993.015 983.051 

30（3.8） 1025.312 995.660 992.694 989.729 986.764 983.799 980.833 966.007 

40（5.0） 1027.947 988.733 984.812 980.890 976.969 973.048 969.126 949.519 

50（6.3） 1030.827 982.221 977.361 972.500 967.640 962.779 957.918 933.616 

60（7.5） 1033.970 976.146 970.364 964.582 958.799 953.017 947.235 918.323 

70（8.8） 1037.394 970.532 963.845 957.159 950.473 943.787 937.100 903.669 

80（10.0） 1041.119 965.400 957.828 950.257 942.685 935.113 927.541 889.682 

90（11.3） 1045.163 960.776 952.337 943.899 935.460 927.021 918.583 876.389 

100（12.5） 1049.545 956.682 947.395 938.109 928.823 919.536 910.250 863.818 

110（13.8） 1054.285 953.141 943.026 932.912 922.797 912.683 902.568 851.996 

120（15.0） 1059.400 950.174 939.252 928.329 917.407 906.484 895.562 840.949 

130（16.3） 1064.908 947.805 936.094 924.384 912.673 900.963 889.253 830.701 

140（17.5） 1070.827 946.051 933.573 921.096 908.618 896.140 883.663 821.275 

150（18.8） 1077.171 944.932 931.708 918.484 905.260 892.036 878.812 812.692 

160（20.0） 1083.956 944.464 930.514 916.565 902.616 888.667 874.717 804.971 

170（21.3） 1091.193 944.661 930.007 915.354 900.701 886.048 871.394 798.128 

180（22.5） 1098.895 945.535 930.199 914.863 899.527 884.191 868.855 792.176 

190（23.8） 1107.068 947.096 931.099 915.101 899.104 883.107 867.110 787.123 

200（25.0） 1115.722 949.350 932.713 916.076 899.438 882.802 866.164 782.978 

210（26.3） 1124.858 952.301 935.045 917.789 900.533 883.277 866.022 779.743 

220（27.5） 1134.481 955.948 938.095 920.242 902.388 884.535 866.682 777.416 

230（28.8） 1144.588 960.290 941.861 923.431 905.001 886.571 868.142 775.993 

240（30.0） 1155.177 965.322 946.336 927.351 908.365 889.380 870.394 775.466 

250（31.3） 1166.243 971.034 951.513 931.992 912.471 892.950 873.429 775.824 

260（32.5） 1177.779 977.415 957.378 937.342 917.306 897.269 877.233 777.051 

270（33.8） 1189.773 984.452 963.920 943.388 922.855 902.323 881.791 779.130 

280（35.0） 1202.216 992.129 971.120 950.111 929.102 908.094 887.085 782.041 

290（36.3） 1215.094 1000.427 978.961 957.494 936.028 914.561 893.094 785.761 

300（37.5） 1228.392 1009.329 987.422 965.516 943.610 921.703 899.797 790.265 

310（38.8） 1242.094 1018.811 996.483 974.154 951.826 929.498 907.169 795.528 

320（40.0） 1256.185 1028.853 1006.120 983.387 960.654 937.921 915.187 801.521 

330（41.3） 1270.647 1039.432 1016.311 993.190 970.068 946.947 923.825 808.218 

340（42.5） 1285.462 1050.526 1027.032 1003.538 980.045 956.551 933.057 815.589 

350（43.8） 1300.612 1062.109 1038.259 1014.409 990.558 966.708 942.858 823.606 

360（45.0） 1316.080 1074.161 1049.969 1025.777 1001.585 977.393 953.201 832.241 

370（46.3） 1331.848 1086.657 1062.138 1037.619 1013.100 988.580 964.061 841.466 

380（47.5） 1347.899 1099.576 1074.743 1049.911 1025.079 1000.246 975.414 851.253 

390（48.8） 1364.215 1112.895 1087.763 1062.631 1037.499 1012.367 987.235 861.575 

400（50.0） 1380.781 1126.594 1101.176 1075.757 1050.338 1024.920 999.501 872.408 
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このとき目的関数 Zが最小になるのは，表４－１２に示す通りである． 

 

表４－１２ シンプルな道路ネットワークでの目的関数 Zの最小値とその料金水準（０円か

ら 400円） 

MCFの値 料金 P（円） 目的関数 Z 

1.0 160 944.464 

1.1 170 930.007 

1.2 180 914.863 

1.3 190 899.104 

1.4 200 882.802 

1.5 210 866.022 

2.0 240 775.466 
 

 

この道路ネットワークにおいて，MCFが 1.0のときの料金水準は，P=160（円）の場合に目

的関数 Zが最小値となっている．この料金水準は，既存の利用者均衡配分に基づく料金変化

に伴う総走行時間費用が最小になる料金水準として求められたものと同じである．また，料

金水準が０円の時の利用者均衡状態に対して，総走行時間費用が減少している．つまり，適

切な料金を課すことで，道路ネットワークでの社会的厚生水準を改善できることが示されて

いる．ここで求められた料金水準は，交通量の増加に伴い発生する混雑の分だけ，料金を課

す必要性を述べている．ここで示したように，これまでの最適料金水準の導出にあたっては，

総走行時間費用を算出することによってその最小となる水準を求めていたが，今回提示した

目的関数 Zに基づくことで，これまでの考えと同様に最適な料金水準を算出できることを示

した．ここで示した目的関数 Zに基づく料金水準の導出が，効用関数に基づいた料金水準の

導出であり，これまでの便益関数に基づいて求められてきた料金水準の導出との大きな違い

である． 

次に，MCF が 2.0 まで変化した場合の最適な料金水準に関しては，課金額が最も小さいと

きに，目的関数 zcの値は最小となった．しかし，MCF を考慮する場合の目的関数 Z の値は，

MCFの値が大きくなるにつれて，それぞれ小さくなった．また最適な料金水準は，MCFの値に

比例して大きくなった．これは，料金を課すことによって発生する，財源調達に伴う厚生損

失 MCFの大きさを考慮して，料金水準を決定する必要があることを示している． 
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しかし，この計算例で示した道路ネットワークにおける財源調達に伴う厚生損失 MCF を考

慮した最適な料金水準は，現行の高速道路料金水準の約 347円（150円＋24.6円／km×８km）

の半分程度の料金水準であった．高速道路自体には，交通量の増加に伴う混雑は存在してい

るものの渋滞の程度が低いため，比較的低い料金水準となったと考えられる． 

 

（２）Sioux Fallsテストネットワーク 

続いて，Sioux Fallsテストネットワークにおいて，MCFを考慮した場合の社会的厚生関数

に基づく最適料金水準を求める．ここでの料金設定は，現在の高速道路料金の設定が 50円刻

みであることを考慮して，まずは料金水準を 100 円単位で設定した場合の交通量の配分を行

う．その結果，総走行時間（費用）として表現される目的関数 Z の値の変化は，図４－１１

と表４－１３に示す通りとなった．このとき，P=1,400（円）までと P=1,500（円）からの目

的関数 Zの傾向が大きく変化している．これは走行時間（費用）が，料金水準が P=1,500（円）

のときの課金対象区間よりも，課金対象区間の周辺道路のほうが低くなり，利用される経路

が完全代替の仮定に基づき変化するためである． 

 

 

図４－１１ Sioux Fallsテストネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z 
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表４－１３ Sioux Fallsテストネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z 

料金 P
（１km

あたり）

（円） 

z MCF=1.0 MCF=1.1 MCF=1.2 MCF=1.3 MCF=1.4 MCF=1.5 MCF=2.0 

0 

(0) 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 

100 

(16.7) 125907.9 124679.9 124557.1 124434.3 124311.5 124188.7 124065.9 123451.9 

200 

(33.3) 127421.9 125087.2 124853.7 124620.2 124386.7 124153.3 123919.8 122752.4 

300 

(50.0) 129353.6 126040.4 125709.1 125377.8 125046.5 124715.2 124383.8 122727.2 

400 

(66.7) 131224.3 127071.1 126655.7 126240.4 125825.1 125409.8 124994.5 122917.9 

500 

(83.3) 133169.3 128344.3 127861.8 127379.3 126896.7 126414.2 125931.7 123519.2 

600 

(100.0) 135577.4 130258.7 129726.8 129194.9 128663.1 128131.2 127599.3 124940.0 

700 

(116.7) 137986.4 132245.1 131671.0 131096.9 130522.8 129948.7 129374.5 126503.9 

800 

(133.3) 141058.1 135142.6 134551.1 133959.5 133368.0 132776.4 132184.9 129227.2 

900 

(150.0) 144081.8 138112.7 137515.8 136918.9 136322.0 135725.1 135128.2 132143.6 

1000 

(166.7) 147446.8 141600.3 141015.6 140431.0 139846.3 139261.7 138677.0 135753.8 

1100 

(183.3) 150311.4 144600.8 144029.7 143458.6 142887.6 142316.5 141745.4 138890.1 

1200 

(200.0) 152410.5 146724.9 146156.3 145587.8 145019.2 144450.7 143882.1 141039.3 

1300 

(216.7) 154675.4 149114.3 148558.2 148002.1 147446.0 146889.8 146333.7 143553.2 

1400 

(233.3) 155860.8 150148.2 149576.9 149005.7 148434.4 147863.1 147291.9 144435.6 

1500 

(250.0) 159082.6 153896.3 153377.7 152859.0 152340.4 151821.8 151303.2 148710.0 

1600 

(266.7) 162081.3 157417.1 156950.7 156484.3 156017.8 155551.4 155085.0 152752.9 

1700 

(283.3) 165272.4 161233.3 160829.3 160425.4 160021.5 159617.6 159213.7 157194.1 

1800 

(300.0) 168419.6 165068.7 164733.6 164398.5 164063.4 163728.3 163393.2 161717.7 

1900 

(316.7) 172451.0 170163.1 169934.3 169705.5 169476.7 169247.9 169019.1 167875.2 

2000 

(333.3) 175703.2 174306.5 174166.8 174027.1 173887.4 173747.8 173608.1 172909.7 

2100 

(350.0) 176552.8 175328.3 175205.8 175083.4 174960.9 174838.5 174716.1 174103.8 

2200 

(366.7) 177366.0 176329.0 176225.4 176121.7 176018.0 175914.3 175810.6 175292.1 

2300 

(383.3) 180492.3 180368.6 180356.2 180343.9 180331.5 180319.1 180306.8 180244.9 

2400 

(400.0) 180914.7 180914.7 180914.7 180914.7 180914.7 180914.7 180914.7 180914.7 
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このとき目的関数 Zの値が最小になる料金水準は，表４－１４に示す通りである． 

 

表４－１４ Sioux Fallsテストネットワークでの目的関数 Zの最小値とその料金水準 

MCFの値 料金 P（円） 目的関数 Z 

1.0 0 124671.6 

1.1 100 124557.1 

1.2 100 124434.3 

1.3 100 124311.5 

1.4 200 124153.3 

1.5 200 123919.8 

2.0 300 122727.2 
 

 

課金額が最も小さいときに，目的関数 zcの値は最小となった．しかし，MCFを考慮する場

合の目的関数 Zの値は，MCFの値が大きくなるにつれて，それぞれ小さくなっており，全体

の傾向は，シンプルな道路ネットワークと同様であった． 

そこで，関数が下に凸となっていて最適料金水準として考えられる 0円から 400円までの

場合について，現在の高速道路料金の設定が 50 円刻みであることを考慮して，最適料金水

準と考えられる 200円を中心に，0円から 400円までの場合について 10円単位で設定した場

合の交通量の配分を行う．その結果，総走行時間として表現している目的関数 Zの値の変化

は，図４－１２，図４－１３と表４－１５に示す通りである． 
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図４－１２ Sioux Fallsテストネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z（０円から

400円） 

 

 

図４－１３ Sioux Fallsテストネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z（０円から

400円）の拡大図 
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表４－１５ Sioux Fallsテストネットワークでの料金と MCFに応じた目的関数 Z（０円から

400円） 

料金 P（１

km あた

り）（円） 

z MCF=1.0 MCF=1.1 MCF=1.2 MCF=1.3 MCF=1.4 MCF=1.5 MCF=2.0 

0（0.0） 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 124671.6 

10（1.7） 124793.5 124665.6 124652.8 124640.0 124627.2 124614.4 124601.6 124537.7 

20（3.3） 124919.0 124664.3 124638.9 124613.4 124587.9 124562.5 124537.0 124409.7 

30（5.0） 125026.0 124645.7 124607.7 124569.6 124531.6 124493.6 124455.5 124265.4 

40（6.7） 125158.6 124653.8 124603.3 124552.8 124502.3 124451.9 124401.4 124149.0 

50（8.3） 125287.8 124659.6 124596.8 124534.0 124471.2 124408.4 124345.6 124031.5 

60（10.0） 125422.1 124671.6 124596.5 124521.5 124446.4 124371.4 124296.3 123921.0 

70（11.7） 125551.5 124680.0 124592.8 124505.7 124418.5 124331.4 124244.2 123808.4 

80（13.3） 125660.3 124668.6 124569.4 124470.3 124371.1 124271.9 124172.7 123676.9 

90（15.0） 125781.6 124670.9 124559.8 124448.8 124337.7 124226.6 124115.6 123560.2 

100（16.7） 125907.9 124679.9 124557.1 124434.3 124311.5 124188.7 124065.9 123451.9 

110（18.3） 126039.1 124694.8 124560.3 124425.9 124291.5 124157.0 124022.6 123350.5 

120（20.0） 126168.8 124709.3 124563.4 124417.4 124271.5 124125.5 123979.6 123249.9 

130（21.7） 126321.3 124747.8 124590.5 124433.2 124275.8 124118.5 123961.1 123174.4 

140（23.3） 126434.2 124748.4 124579.8 124411.2 124242.6 124074.1 123905.5 123062.6 

150（25.0） 126580.5 124783.8 124604.1 124424.4 124244.8 124065.1 123885.4 122987.1 

160（26.7） 126695.7 124788.2 124597.5 124406.7 124216.0 124025.3 123834.5 122880.8 

170（28.3） 126865.9 124849.6 124648.0 124446.3 124244.7 124043.1 123841.4 122833.3 

180（30.0） 127056.4 124932.7 124720.3 124508.0 124295.6 124083.2 123870.9 122809.0 

190（31.7） 127235.1 125005.5 124782.5 124559.5 124336.6 124113.6 123890.6 122775.8 

200（33.3） 127421.9 125087.2 124853.7 124620.2 124386.7 124153.3 123919.8 122752.4 

210（35.0） 127596.0 125157.1 124913.2 124669.3 124425.4 124181.5 123937.6 122718.2 

220（36.7） 127778.2 125237.0 124982.9 124728.8 124474.7 124220.6 123966.5 122695.9 

230（38.3） 127954.2 125311.6 125047.3 124783.0 124518.8 124254.5 123990.3 122668.9 

240（40.0） 128126.1 125384.5 125110.3 124836.2 124562.0 124287.8 124013.7 122642.8 

250（41.7） 128299.8 125459.1 125175.0 124891.0 124606.9 124322.8 124038.8 122618.4 

260（43.3） 128507.2 125568.6 125274.7 124980.9 124687.0 124393.1 124099.3 122630.0 

270（45.0） 128704.9 125667.2 125363.4 125059.7 124755.9 124452.1 124148.4 122629.5 

280（46.7） 128903.2 125772.8 125459.8 125146.7 124833.7 124520.7 124207.6 122642.4 

290（48.3） 129111.0 125887.9 125565.6 125243.3 124920.9 124598.6 124276.3 122664.8 

300（50.0） 129353.6 126040.4 125709.1 125377.8 125046.5 124715.2 124383.8 122727.2 

310（51.7） 129563.2 126163.0 125822.9 125482.9 125142.9 124802.9 124462.8 122762.7 

320（53.3） 129789.3 126306.6 125958.3 125610.0 125261.8 124913.5 124565.2 122823.9 

330（55.0） 129956.1 126390.0 126033.4 125676.8 125320.2 124963.6 124606.9 122823.9 

340（56.7） 130155.1 126502.5 126137.3 125772.0 125406.8 125041.5 124676.3 122850.0 

350（58.3） 130286.1 126546.6 126172.7 125798.7 125424.8 125050.8 124676.9 122807.2 

360（60.0） 130467.8 126642.7 126260.1 125877.6 125495.1 125112.6 124730.1 122817.5 

370（61.7） 130653.3 126742.5 126351.4 125960.3 125569.2 125178.2 124787.1 122831.7 

380（63.3） 130846.2 126852.4 126453.0 126053.6 125654.2 125254.8 124855.4 122858.5 

390（65.0） 131056.2 126979.5 126571.8 126164.1 125756.4 125348.8 124941.1 122902.7 

400（66.7） 131224.3 127071.1 126655.7 126240.4 125825.1 125409.8 124994.5 122917.9 
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このとき目的関数 Zの値が最小になる料金水準は，表４－１６に示す通りである． 

 

表４－１６ Sioux Fallsテストネットワークでの目的関数 Zの最小値とその料金水準（０

円から 400円） 

MCFの値 料金 P（円） 目的関数 Z 

1.0 30 124645.7 

1.1 100 124557.1 

1.2 160 124406.7 

1.3 160 124216.0 

1.4 160 124025.3 

1.5 160 123834.5 

2.0 250 122618.4 
 

 

この道路ネットワークにおいて，MCF が 1.0 のときの料金水準は，P=30（円）の場合に目

的関数 Z が最小値となっている．この料金水準は，既存の利用者均衡配分に基づく料金変化

に伴う総走行時間費用が最小になる料金水準として求められたものと同じである． 

これまでの最適料金水準の導出は，総走行時間費用を算出することによってその最小とな

る水準を求めていた．しかしここでは，より一般的な道路ネットワークを対象として，さき

に示したシンプルな道路ネットワークと同様に，今回提示した目的関数 Z に基づくことで，

最適な料金水準を算出できることを示した． 
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第５章 結論 

 

本研究では，一般的な交通ネットワークで社会的厚生水準を最大にするような最適な料金

水準の定式化を行った． 

(1) MCF について２つに分類した場合；まず，財源調達を考慮しない場合（MCF＝－１），

次に，財源調達を考慮した場合（MCF≠－１）， 

(2) 料金を２つに分類した場合;まず，全ての道路に料金を課す場合，次に，特定の道路

に料金を課す場合． 

MCF＝－１のとき，全ての道路の最適課金水準は，各道路区間の最適料金水準が，各道路

区間で観測される交通量とその所要時間の変化のみから求められることを暗示している．こ

の最適料金水準は，既存の単一道路区間での場合と一致している．この事実は，既存研究で

もよく知られている．これに対して，特定の道路の最適課金水準は，他の道路区間での歪み

によって，全ての道路へ課金した場合からかい離している．この場合は，全ての道路区間情

報が必要である．多くの既存研究が同様の式を示している．しかし，そのほとんど全てが並

行道路区間を対象としたものである．ゆえに，一般道路ネットワークを対象とした料金水準

の式は，本研究が最初に導出したものであると考える． 

MCFが－１でない場合は，道路建設費用の財源調達を考慮することを意味する． 

全ての道路に課金する場合の特徴は次に示す通りである．この場合，限界混雑外部性が MCF

によって修正される．この修正は必要である．なぜならば，混雑による歪みは，最適課金額

に市場の税を反映させるべきであるからである．そして，最適料金水準は，一般財源からく

る建設費用の公的資金を節約するため，混雑が存在しない場合でも０ではなく，限界費用価

格形成原理に基づく料金水準でもない． 

特定の道路に料金を課す場合の特徴は次に示す通りである．まず，最適な単一道路の料金

水準は，全ての道路へ料金を課す場合と同様，混雑がない場合でも０ではない．全ての道路

の料金水準は，全ての道路区間に生じている区間交通量自体の租税負担効果よる歪みが反映

されている．これとは対照的に，特定の道路へ料金を課す場合は，特定の道路区間における

料金水準を修正している．なぜならば，料金水準は他の道路区間で混雑が存在しているとき

は，その分だけ最適な料金水準からかい離しているからである．それゆえに，特定の道路の

料金水準は，他の全ての道路区間での歪みだけ，限界混雑外部性からかい離していることを

示している． 



 

110 
 

したがって，MCFが－１でないときの特定の道路の料金水準は，森杉，河野（2012）が並

行する道路での研究において明示的に導出するにとどまっている．そして，MCFが－１であ

るときは，MCFが－１でないときの特別な状況として表現できることを示した． 

以上の成果をまとめる．本研究では，料金収入と税収によって建設費用などを賄う場合の

最適な料金水準を導出するために，財源調達に伴う厚生損失を考慮しない場合と財源調達に

伴う厚生損失を考慮した場合に分けて，料金水準の導出に関する整理を行い，財源調達に伴

う厚生損失を考慮した料金水準を新たに定式化した．代表的家計の厚生関数を用いることで，

料金の限界費用と燃料税などの財源の限界費用が等しくなるとき，代表的家計の厚生水準が

最大になることを示し，高速道路の最適料金を決定するための基準を定式化した．この定式

化をより一般化して，一般的な道路ネットワークを対象として，その道路利用者行動を定式

化した．その結果，財源調達に伴う厚生損失を考慮しない場合は，財源調達に伴う厚生損失

を考慮する場合でないときの特別な状況として表現できることを示した．特に，財源調達に

伴う厚生損失を考慮する場合の料金水準は，混雑がない場合でも料金水準は０ではなく，財

源調達に伴う厚生損失によって修正されることを示した． 

以上，これまで一般的な道路ネットワークにおける財源調達に伴う厚生損失を考慮した場

合の料金水準の導出はこれまでできていなかったが，本研究でその料金水準の決定を行うた

めの定式化を行ったことで，料金水準決定のあり方を示すことができた． 

しかし，本論文では最適料金水準の公式を示したが，その料金水準を示す式の右辺には対

象とする道路区間の料金水準が未知数として含まれており，その公式を数値計算に使うこと

ができない．そこで，社会的厚生が最大になる料金水準を求める問題を，二段階の最適化問

題として示し，下位問題としての既存の利用者均衡条件の制約のもとで，上位問題としての

社会的厚生が最大になるような，最適料金水準を求める方法を示した．計算例として，高速

道路のみを料金設定の対象とする道路ネットワークを考え，特定の道路に料金を課す場合を

想定した．このとき，最適な料金水準は，財源調達に伴う厚生損失 MCF の大きさに比例し，

混雑の度合いに応じて決まることを示した．これまでの研究でも，均衡制約条件付き数理計

画問題（MPEC: Mathematical Programming with Equilibrium Constraints）による数値計

算が行われているが，本論文で示した数値計算との違いは目的関数にある．本論文の目的関

数は，公的資金の厚生損失の考慮のみが異なるため，均衡制約条件付き数理計画問題（MPEC）

に基づく数値計算も可能であると考えられるが，今後の研究展開が必要とされ，そのプログ

ラムの開発は残された課題である． 
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